佐用町提言プロジェクト委員会
平成21年台風第９号災害検証委員会による提言に対する対応について
平成22年1月に佐用町平成21年台風9号災害検証委員会が設置され、30回を超えるワーキング部会を開催し、同委員会で事実に基づく検証が6回行われました。

その結果を基に同年7月16日に90項目に及ぶ「佐用町防災力強化」への提言が町に提出されました。
町は、その提言内容に対し対策を確実に実施していく為、同年8月12日から佐用町提言プロジェクト委員会を設置しました。
提言の各課題に対し短期（年内）・中期（3年）・長期的（5年）に期限を決め、現在までに9回にわたり委員会を開催し協議を行い実施してきました。

平成26年度をもって、長期的な対応の期限である5年が経過したため、これまで行ってきた対応をまとめ資料を作成しました。

この提言プロジェクト委員会で協議された内容は、町として今後も継続的に実施していきます。
台風第９号災害検証報告の提言
〇災害対策本部体制の改善
提言1　地域防災計画・水防計画の見直しと職員活動マニュアルの整備が必要である。　

提言2　コアメンバーによる災害対応の判断・決定体制の構築が必要である。

提言3　災害対策本部会議構成員に地域代表等の参画を得ることが適当である。

提言4　限られた人員で適切で効果的な災害対応を行うため、災害対策本部組織の見直しが必要である。

提言5　地域の情報を収集する住民による「災害モニター（仮称）」の設置などを検討する必要がある。

提言6　災害の態様ごと等、きめ細かに配備基準を定めることが望ましい。

提言7　平時の勤務先や職務、業務量等を勘案した、災害時の職員配置に見直すことが必要である。

提言8　職員への連絡体制の徹底と適切に参集状況を把握することが必要である。

提言9　災害対応職員の確保と役場退職者などによる支援体制など、体制の充実が必要である。　

提言10　災害対応職員の健康管理を適切に行うことが必要である。

〇平時の防災体制の改善への提言

提言11　防災・危機管理担当組織の設置が必要である。

提言12　専任の防災担当職員の配置が必要である。

提言13　職員に対する防災研修を積極的に行うことが必要である。

提言14　実践的な防災訓練を実施することが必要である。
〇防災拠点施設の改善への提言

提言15　庁舎の浸水対策を図ることが必要である。

提言16　災害対策事務室の確保が必要である。

提言17　災害に備えて防災情報機器を集中設置することが適当である。

提言18　非常用電源の整備が必要である。

提言19　フェニックス防災システム端末の支所への設置と機能の有効活用が必要である。

〇消防団の体制・活動の改善への提言

提言20　消防団員の確保対策が必要である。　

提言21　洪水時の救助活動を行うための資機材が必要である。

〇自主防災組織の体制・活動の改善への提言

提言22　地域防災力の向上のため自主防災組織の強化が必要である。

提言23　自分の命は自分で守る自助意識・地域の安全は地域で守る共助意識の啓発が必要である。

提言24　地域と町が災害情報を共有するための仕組みづくりに取り組む必要がある。

〇防災関係機関相互の情報共有の改善への提言

提言25　関係機関との情報共有のための体制整備が必要である。

提言26　災害対策を行う職員及び県などの関係機関との連絡の徹底が必要である。

〇広域応援体制の改善への提言

提言27　各関係機関への速やかな派遣要請が必要である。　

提言28　広域的な応援体制の一層の充実強化が必要である。

提言29　支援要請に関する事務を担当する部署を明確にする必要がある。　　　　　　　　

提言30　家屋被害認定士などの育成、確保が必要である。

提言31　民間企業、災害関係ＮＰＯなどとの応援協定を拡充することが必要である。

〇防災資機材の備蓄の改善への提言

提言32　防災資機材の備蓄計画を策定する必要がある。　

提言33　防災資機材の備蓄場所の分散が必要である。

提言34　住民による被災後３日分の食料等の備蓄を周知する必要がある。

提言35　食料や生活必需品を円滑に配布できる仕組みづくりが必要である。

〇義援金、支援物資の対応の改善への提言

提言36　義援金募集にあたっては、積極的に広報活動を行う必要がある。　

提言37　被災地のニーズに合った支援物資の調達ができるよう、十分な広報が必要である。

提言38　物流事業者と連携した被災者ニーズに合った支援物資の調達、確保や民間ノウハウを活かした輸送体制の構築などに取り組むことが必要である。

提言39　平時から、支援物資の配布体制等を検討しておくことが必要である。

提言40　支援物資は、必要とする個々の被災者に行き渡るよう配布することが望ましい。

〇町からの避難勧告等の発信の改善への提言

提言41　情報機器をより有効活用した観測情報の収集が必要である。　

提言42　気象台の予報官などとの電話連絡を密にし、より詳細な情報の収集が必要である。

提言43　町内の各地域の情報をきめ細かく収集し、分析するための仕組みと人材の養成が必要である。

提言44　避難勧告等の発令の方針を明確にし、住民の理解を得ておくことが必要である。

提言45　対象範囲を細分化して避難勧告等を出すことが望ましい。

提言46　避難勧告等の放送の内容を工夫する必要がある。

提言47　避難勧告等以外にも、住民の避難や防災活動等を支援するため、きめ細かな情報発信が必要である。

提言48　自治会では、町からの情報や集落の状況に基づき、集落内放送をすることが望ましい。

提言49　町から発信する防災情報やハザードマップに関する住民への周知啓発が必要である。
〇町からの避難勧告等の伝達の改善への提言

提言50　住民などに迅速・確実に情報を伝達できるよう、既存の情報伝達機器をより有効に活用する必要がある。　

提言51　新たな情報伝達手段の導入について検討する必要がある。

提言52　各種情報機器の操作に習熟した職員の養成が必要である。

〇地域における情報伝達の改善への提言

提言53　住民は、防災情報に日頃から注意する必要がある。

提言54　戸別受信機の整備・管理及び使用方法の周知を徹底する必要がある。

提言55　地区遠隔端末装置（集落内放送）の未設置箇所の解消を図ることが望ましい。

提言56　自治会は、平時から集落内放送の操作に習熟する必要がある。

提言57　地域における避難誘導体制の見直しが必要である。

提言58　消防団及び自主防災組織において、住民の避難誘導などを行う体制を強化することが望ましい。

提言59　水害など災害の態様に合わせた住民の避難訓練が必要である。

〇地域における住民の避難行動の改善への提言

提言60　水害時の安全性を高めるためには、住民一人ひとりが、それぞれの状況に応じた安全な避難方法を判断できることが望ましい。

提言61　水害時の安全な避難の考え方を、住民に周知する必要がある。

提言62　指定避難所の安全性を災害ごとに、明示する必要がある。

提言63　各家庭や地域では、それぞれに適した避難場所・経路について日頃から話し合っておく必要がある。

提言64　避難場所への安全な避難のため、施設や避難経路の整備を図ることが望ましい。

提言65　屋外避難においては、早期の行動が必要である。

〇災害時要援護者への支援の改善への提言
提言66　地域による災害時要援護者マップの作成が必要である。　

提言67　災害時要援護者に関する事前の情報収集と情報共有が必要である。
提言68　地域全体で災害時要援護者を支援する仕組みを構築する必要がある。

提言69　災害時要援護者に対する避難準備情報等を迅速・的確に伝達する必要がある。

提言70　災害時要援護者施設と緊急避難の支援体制の構築を図る必要がある。

提言71　災害時要援護者の避難生活支援のため、町内の福祉施設を活用できるよう、協定を締結しておくことが望ましい。

〇自動車移動者への情報伝達と誘導の改善への提言

提言72　各関係機関で交通に関する情報連携を行うことが必要である。　

提言73　災害時における高速道路から危険地域への流入車両の抑制のため、関係機関による協力体制を平時から構築しておく必要がある。

提言74　地域において、危険個所への車両流入を抑制できるよう、取り組みを強化することが望ましい。

提言75　町から自動車移動者等へ防災情報を発信するため、新たな情報伝達手段の導入を検討する必要がある。

提言76　水害時における車での移動の危険性を周知する必要がある。
〇避難所の設置・運営の改善への提言

提言77　住民の安全な避難場所を確保するため、指定避難所を迅速に開設する体制の整備が必要である。　

提言78　浸水対策や非常用通信機器など、避難所施設の整備の充実が必要である。

提言79　避難所運営マニュアルの見直しが必要である。

提言80　避難所の運営体制の構築が必要である。

提言81　避難所への連絡体制を見直す必要がある。

提言82　避難所での避難者の健康管理に配慮する必要がある。
〇町と町社会福祉協議会による災害ＶＣの開設・運営及びこれに対する応援の体制の改善への提言
提言83　平時から行政、町社協、関係機関・団体とのネットワークの強化を図る必要がある。　

提言84　災害ボランティア活動に係る意識啓発と災害ボランティアをコーディネートできる人材の発掘、育成、訓練などを実施することが望ましい。

提言85　災害ＶＣ本部(または支部)は、活動場所にアクセスしやすく、かつ安全性が確保された場所に設置するとともに、災害対策本部と緊密な連携がとれる環境を整備する必要がある。

提言86　災害ボランティア活動の安全衛生環境を確保するため、保健・医療・福祉関係者などが、災害ＶＣと連携して活動することが望ましい。

〇災害ＶＣの運営と福祉支援活動との関係改善への提言

提言87　平時から、災害によって福祉支援を必要とする人に生じる新たな生活・福祉的課題（支援需要）への対応を検討しておく必要がある。　

提言88　災害時にも介護サービスの提供を維持できる体制を構築する必要がある。
〇その他の被災者支援活動等の改善への提言

提言89　　地域内で災害ボランティア活動に取り組めるようボランティアの活動環境の整備を図る必要がある。　

提言90　　専門的技能を活かした支援活動を受け入れる体制を検討しておく必要がある。
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	1
	災害の教訓を今後の災害対応に活かすため、今回の災害対応の検証に基づき対応記録等の整理・分析を行い、地域防災計画や水防計画を実践的なものに見直す必要がある。また、地域防災計画や水防計画に基づき災害時に各職員が的確に対応できるよう、各部、班の所掌を明確にしておくことはもちろんのこと、従事する職員が行うべき業務の内容、手順等を具体的に示した活動マニュアルの整備が必要である。
	■ 対応記録等の整理・分析
	■ 総務課・住民課に提出済、検証委員会資料として作成
	全課
	H22
	◎
	－
	－
	－
	

	
	
	■ 地域防災計画等の見直し

◎事後評価や配備人員の見直しなどに基づいた防災対策マニュアルの見直し
	各職員マニュアルを作成し地域防災計画へ反映する。

■H23.5.24風水害編改訂7月発行

■H25.6.4防災会議、国民保護協議会開催

風水害編、地震・大規模事故等編、資料編、国民保護計画改訂、業務継続計画作成 

■H26.3.31　避難勧告等の判断・伝達マニユアル作成

◎事後評価や訓練などから見直し、各対策部からの意見等聴取し職員配備の修正や対応について協議を行い、各対策部がそれぞれマニュアルの修正を行い地域防災計画に反映する。今後、町の機構改革や西はりま消防組合の指令室一元化に伴う、防災体制（職員配備等）の見直し等についても対応し修正を行う。

今後の対応・修正予定

〇受援計画作成予定：包括的な受援計画
〇避難行動要支援者支援に関する修正

〇兵庫県が行う河川改修後水位設定の見直し及び倒壊家屋ゾーン設定に関する修正

〇特別警報に関する修正
	企画防災課

	H22
	○
	◎

風水害
	継続
	◎

全編
	継続

	
	
	■ 水防計画の見直し
	■ H22暫定版（水防マニュアル）作成

■ H23.6.24水防管理団体に指定

■ H25.6.4水防計画作成

■ H27水防計画の修正

	建設課

企画防災課
	H22
	◎
暫定版
	継続
	継続
	◎

作成
	継続

	
	
	■ 活動マニュアルの整備
	■ 各対策部活動マニュアルを作成

■ 訓練等の事後評価などで見直し（地震時に対応）

■ H26.3.31避難勧告等の判断・伝達マニュアルを作成

■随時更新

◎今後も事後評価や訓練、各対策部からの意見等聴取し職員配備の修正を行い、各対策部のマニュアルの修正を行う。
	全課
	H22
	◎
	継続
	◎
	◎
	継続

	2
	災害対応には迅速、的確な判断・決定が求められることから、本部長（町長）を常時補佐する幹部職員（コアメンバー）を指定し、コアメンバーによる協議、決定体制の構築が好ましい。
町長とコアメンバーの協議等は、警戒準備体制時においては避難勧告の発令、職員の配備体制や本部の設置等を、本部設置後においては、迅速な対応が求められる重要事項の協議を行うことが望ましい。　　

コアメンバーとしては、町長、副町長、消防長、防災担当課長等が考えられる。
	■ コアメンバーの指定
	■ メンバー指定済（町長・副町長・消防署長・総務課長・企画防災課長の5名）
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 町長とコアメンバーの協議、決定体制等
	■ 災害対応は災害対策（警戒）本部会議で決定していくが、避難準備・勧告・指示等、迅速に判断する必要がある場合、コアメンバーで判断する。
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	3
	本部会議は、できるだけ時間を定めて定期的に開催し、災害応急対策、被害拡大対策や被災住民対策などに係る協議を行う。災害対策本部会議は各班が的確な対策を効率的に行うための情報共有の場でもある。
このため災害対策に係わる関係機関等の参加が必要である。県民局、消防団長、自衛隊、警察、学校関係、ライフライン各社、日本赤十字社等はもちろんのこと、地域との連携を強化し、効果的な活動を促進するため地域の防災リーダーである自治会連合会代表者やボランティアセンターを運営する社会福祉協議会代表など地域代表の出席を求めることが望ましい。
	■ 災害対策本部会議の協議内容の定型化や本部会議の進め方の構築

〇毎年、人事異動等により構成員が変わるため、継続的な訓練が必要
	■ 初動期は随時、応急・復旧期は状況に応じ、時刻を定めて開催する。
■ 各対策部からの報告様式作成

■ 防災対策マニュアル作成

■ H22.6訓練（事後評価に基づきマニュアル修正）

■ H23とH24は、降雨対策時実践済（事後評価に基づきマニュアル修正）

■ H25.11.8災害対策本部運営訓練（指導：消防科学総合センター）

■ 増築庁舎完成後、災害対策本部設置・運営訓練を実施予定。
〇毎年構成員が変わるため、災害対策本部設置運営訓練を継続的に実施する。
	企画防災課

本部会議構成員
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■災害対策本部会議の構成員の決定
	■ 災害対策本部会議構成員は決定。必要に応じて、西播磨県民局、佐用警察署長、社会福祉協議会局長、地域づくり協議会会長、自衛隊、関西電力、日本赤十字社等の出席を求める。
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	4
	災害対策本部が、限られた人員で迅速、適切な対応を行えるよう、実践的な活動組織として再構築するため大幅な見直しが必要である。
例えば、住民からの電話が殺到し、災害対応に当たる災害対策本部や各部職員の大多数が電話対応に追われ、役割を分担して各業務が実施できなかった今回の状況を考えると、住民からの電話に対応する窓口を一本化した情報センターの設置、被害情報や気象情報の収集分析を所掌する班、報道機関の対応をする広報班、住民への情報発信などを行う班など、役割を明確に分離した組織の見直しが必要である。
	■役割を明確に分離した組織の見直し

毎年、職員数の減少により組織の見直しが必要
	■総務対策部及び各地域対策部に住民からの電話に対応する担当者を配置

■各対策部に情報班（情報収集）、統括部に情報分析班（危険区域等分析）を設置

■統括部に広報班（情報発信）を設置

■生活対策部から医療健康対策部及び教育対策部を独立、今後も職員数の減少の為、対策部ごとに効率化を行い、継続的に見直しを行っていく。


	企画防災課

全課


	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	5
	合併によって広くなった町域の各地域の状況を、町が単独で把握することは困難であることから、災害時の各地域の状況を地域の住民が報告する「災害モニター（仮称）」を設置するなど、きめ細かな地域の情報を収集できるシステムの構築を検討する必要がある。
また、各地域対策部で災害モニターからの情報収集を行い、各地域対策部から専用回線などを利用して災害対策本部に情報を伝え集約するなど、被害の把握や対応方針の決定に結びつける仕組みづくりが必要である。
	■ 災害モニターの設置
	■ 20地点に災害モニターを設置済
H26災害モニターを増員8名済　計28名　

小赤松河川改修後1名増員予定
■ 災害時は、総務課及び各支所で情報収集を行う
	企画防災課
	H22
	○
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ きめ細かな地域の情報を収集　収集できるシステムの構築
	■ 災害モニターからの情報収集

■ 消防団、自治会等から状況報告、情報収集


	企画防災課
	H22
	○
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 災害モニターからの情報収集
	■各対策部に情報班を設置済


	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 各地域対策部から専用回線などを利用して災害対策本部に情報を伝え集約する
	■防災室に専用回線を増設済

■消防用内線電話（災害時専用ホットライン）を使用

■必要に応じ増設

	総務課

	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 被害把握や対応方針の決定に結びつける仕組みづくり
	■各地域対策部及び総務対策部は、災害モニター等から情報収集し、地域別に整理する。
	総務課

各支所
	H22
	○
	◎
	継続
	継続
	継続

	6
	県が県土木事務所に対して発令する水防指令に基づき町職員の配備基準が定められているが、水防指令は県土木事務所所管区域（西播磨地域全域）をその範囲として発令されることから、町の災害時の職員配備にあたっての判断基準は、あらかじめ地域防災計画において、きめ細かく定めておく必要がある。
また、風水害、地震、大規模事故、感染病等、災害の態様ごとに、本部員の構成、担当者の配備（動員）の基準等を定めることが望ましい。
	■ 職員配備の判断基準
	■ H23.5.24水害編改訂、7月発行

■ H25.6.4風水害編、地震編・大規模事故等編修正
	企画防災課
	H22
	○


	◎

風水害
	継続


	◎

全編
	継続



	
	
	■ 災害の態様ごと等、きめ細かに配備基準を定める
	■ H25.6.4地域防災計画を改訂し、災害の態様ごとに配備基準の見直し。
■ 毎年、配備基準を見直す。
	企画防災課

全課
	H22
	○
	◎
	継続
	◎

見直し
	継続

	7
	参集場所が自宅から遠い地域に設定されている職員も多く、災害時に道路の冠水等により参集できない職員もあったことから、参集場所の設定にあたっては、個々の職員の自宅との距離を考慮するほか、地域の詳細な状況を把握している職員を確保するため、合併前の所属や平時の勤務先を考慮した配置が必要である。
また、職員は、平時から災害時に配置される地域の状況を把握するよう努める必要がある。

保育士が現地機関である保育園以外の所属に参集指定されているが、休日・夜間の災害時には対応可能でも、平日、日中の場合には、園児の避難などに従事する必要があるため、現所属に配置を見直すなど、職務に応じて災害対策本部、各地域対策部及び現地機関の職員配置を見直す必要がある。

災害対策本部の人員は業務量に応じて適切に配置することはもとより、想定外の業務の発生に対応できるように、余裕をもった配置が必要である。
また、災害時においては、予定している各部の配置職員が参集できるとは限らないため、一つの業務に対して複数の人員を配置することが望ましい。
	■ 職員配備の見直し

〇 職員の自宅との距離、合併前の所属や平常時の勤務先を考慮した配置。
〇 平時から災害時に配置される地域状況を把握する。
〇 保育所等、職務に応じて災害対策本部、各地域対策部及び現地機関に職員配置を見直す。
〇 災害対策本部の人員は業務量に応じて適切に配置、余裕をもった配置、一つの業務に対して複数人員の配置。
	■ 配備計画作成
〇 消防団員職員は、各対策部に配置する。
〇 業務により、発災時とそれ以降で配置を変更する。
〇 応急・復旧期の災害対応を考え、課及び室を基本とし自宅からの距離を配慮した配備基準。
〇 各地域対策部には各地域を熟知した職員の配備に考慮する。
〇 保育所やその他現地機関等、現所属に見直し

〇 各業務に複数名を配置

〇 地震時は、参集できなくなる職員もあることを想定した配備基準とする。
■ H25.6業務継続計画を作成

■ H26.4生活対策部と医療健康対策部の配備を変更

■ 毎年、配備計画の見直しを行う。


	企画防災課

全課
	H22
	○
	◎
	継続
	◎

見直し
	継続

	8
	災害時に災害時緊急連絡網による職員への連絡が徹底できていなかった。職員に電話による緊急連絡網を徹底することに加えて、防災行政無線や携帯電話のメール機能等を活用するなど多様な伝達手段によって確実な参集連絡を行う必要がある。
	■ 緊急連絡網の徹底
	■ 毎年緊急連絡網作成し訓練を行う。
	企画防災課

全課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 多様な伝達手段によって確実な参集連絡
	■ 電話対応（職員の携帯等）で行うことを基本とし、新たに、さよう安全安心ネットを活用
	企画防災課

全課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	9
	災害時には、通常の連絡網が機能しないことがあり、予定している職員の確保が出来ない場合が多いことから、伝達を受けた職員が出務の可能性を報告するなど、職員の確保について確認ができる体制を構築しておくことが望ましい。また、職員自身が被災者になることを考慮し、役場退職者などによる支援体制をあらかじめ構築しておくことが望ましい。
	■ 職員を確保できる体制の構築（出務の報告など）
	■ 参集マニュアル作成（出務・応援要請等）
	総務課

企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 役場退職者などによる支援体制の構築
	■ スタッフ管理マニュアル作成

■ H24.1に役場退職者の登録制度要綱の作成及び退職者登録を行い、毎年3月に更新する。
	総務課
	H22
	△
	○
	◎
	継続
	継続

	10
	災害対応が長期化することが予想される場合には、災害対応に従事する職員の精神面も含めた健康管理に十分に留意するとともに、交代要員の確保等を図り、業務日誌の記録を徹底するなど、交代に伴う引継ぎが確実に行われるよう措置を講じるほか、各対策部の災害後の業務量も考慮した配備人員の見直しやローテーション作りが必要である。


	■ 職員の精神面も含めた健康管理
	■ 健康管理マニュアル作成

■心のケア相談実施
	健康福祉課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 交代に伴う引継ぎが確実に行われるよう措置
	■ 業務日誌の徹底


	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 各対策部の災害後の業務量も考慮した配備人員の見直しやローテーション作り
	■ スタッフ管理マニュアル作成


	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	11
	4町合併後の広大な町域の防災対策を推進するためには、防災・危機管理を所掌する専門組織の設置が必要である。

また、防災・危機管理を所掌する組織は、「防災」を標榜し、町内外に防災担当部署の明確化が必要である。


	■ 防災・危機管理を所掌する専門組織の設置が必要

■ 町内外に防災担当部署の明確化が必要

■ 地域防災計画及び業務継続計画の事務分掌と、各課の事務分掌と異なる

■ 防災を所掌する専門組織となっていない
	■ H22.4企画防災課設置

■ H25.6地域防災計画の事務分掌及び平時の業務の事務分掌から業務継続計画を作成し、担当課を明確にした。
■現在の各課の業務や人員の見直しが必要であり、H25より、庁舎増築工事による課の配置変更とあわせて、事務分掌の見直しも含めた機構改革の実施に向けて検討。
・全課にわたる機構改革を行うにあたり、総務課において、課、人員、事務分掌、課題の整理

・「佐用町機構改革に関する基本方針」を策定

・組織機構の課題と改革に関する職員の意見集約

・各課・室のヒアリング

・課長会にて素案の検討、関係課協議

・H27.4.1　機構改革実施予定

・課、事務分掌、人員などの決定後、地域防災計画及び業務継続計画の変更

■ 台風第9号災害や東日本大震災以降、各課の業務に防災を絡める傾向があるため、本来の対応すべき部署で業務を実施

	総務課

企画防災課

全課
	H22
	◎
	継続
	継続
	組織の見直し
	組織の見直し

	12
	防災業務は主として住民課で所掌しているが、他の業務に手を取られ防災業務のウエイトが極めて少なく業務分担も不明確であった。平時の防災・危機管理業務の一元化を図り、専任の防災担当職員を配置することが望ましい。
また、各支所においては、本庁と連携して防災・危機管理業務を推進し、地域における防災力向上業務を担当する職員の配置が必要である。
	■ 防災・危機管理業務の一元化を図り、専任の防災担当職員を配置（専任・本庁）
	■ H22.4企画防災課に専任の防災担当者を配置

■ 提言11と同様

■ 組織の見直し
	総務課

企画防災課

全課
	H22
	◎
	継続
	継続
	組織の見直し
	組織の見直し

	
	
	■ 地域の防災力向上業務を担当する職員の配置
	■ 各支所に兼務で配置

■ 提言11と同様

	総務課、各支所

企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	組織の見直し
	組織の見直し

	13
	職員を対象に、学識経験者等を講師とした研修会を開催するなど防災研修を積極的に行い、防災意識の啓発、知識の向上に努める必要がある。
	■ 職員は防災意識の啓発、知識の向上に努める
	■ 毎年職員研修会を開催

■ 毎年県等の研修会に参加

　 人と防災未来センターが開催する災害対策専門ベーシック研修、フェニックス防災システム研修、家屋被害認定講習会　など
	総務課

企画防災課

全課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	14
	災害時に的確な対応ができるよう職員非常参集訓練、情報収集伝達訓練、本部運営訓練、他機関との連携訓練など実践的な図上訓練や防災訓練を、繰り返し実施することで職員の災害対応能力の向上に努める必要がある。

また、町地域防災計画や水防計画に基づき災害時に各職員が的確に対応できるよう、各部、各班の個々の業務まで詳細に定めた活動マニュアルを作成し、マニュアルに基づいた実践的な訓練を繰り返し行うことで災害対応能力の向上に努める必要がある。加えて、訓練結果の事後評価を通じて課題を明らかにし、その改善に努め、防災対策の充実を図る必要がある。
	■ 職員防災訓練などの実施
	■ H22.6に第1回目の訓練実施、H23.1に伝達訓練実施、H23.6.2佐用地域における災害時道路情報伝達訓練実施、H24.12.3ｼｪｲｸｱｳﾄ訓練及び参集訓練

■ H25.11.8災害対策本部運営訓練（指導：消防科学総合センター）

■H26庁舎改修後災害対策本部設置・運営訓練実施予定

各対策部で行う訓練は、毎年出水期前を目途に適宜実施する。

	企画防災課

全課


	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 活動マニュアルを整備し、マニュアルに基づいた訓練
	■ 各対策部活動マニュアルを作成（訓練等で見直し）

■ H23は降雨対策で実施済

■ H24、H25各対策部で情報伝達訓練等を実施

■ H25より、マニュアルに地震時の対応を追加
	全課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 職員防災訓練などの事後評価から改善し、防災対策の充実を図る
	■対策部ごとに訓練、降雨対策の事後評価を実施し、業務や配備人員、マニュアル等の見直しを行い、地域防災計画に反映する。

■ 各種様式を作成
	全課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	15
	災害対策本部は災害対策の中枢であり、災害の影響を受けない場所に設置することが必要である。

庁舎そのものを浸水想定区域外へ移設することが望ましいが、移設できない場合は改築も視野に入れ、浸水しないよう配慮した構造にすることが望ましい。　　　　　　　  

また、本庁舎については本部機能の拠点施設でもあることから、必要に応じて消防署、上月支所等を予備施設として設定することも考えられる。
	■ 災害対策本部の設置場所
	■ 災害の影響を受けない本庁舎2階に設置
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 本庁舎の移設及び浸水対策

① 庁舎を浸水想定区域外へ移設

② 移設できない場合は浸水に配慮した構造にする。庁舎（防災拠点）が浸水しても、情報の収集や伝達など、災害対応に支障が生じることがないように配慮

■免震構造でないため、地震時に、防災拠点として機能しないことが想定される
	■ H24に庁舎改修などの方針を決定（防災拠点施設としての役割を兼ね備えた施設、建設場所、建設面積など）

〇防災担当課や防災対策室は2階以上に設置。

〇 住民の利便性を考慮し、現在の庁舎に併設するため、1階は浸水の可能性があるが、電気や電話など1階が浸水しても使用できる構造とする。

〇庁舎増築H26完成

■ 　地震に備え、耐震基準の1.5倍の強度で建設する

　 防災拠点を維持するためには免震構造が最適であるが、1階又は地下にダンパーやアイソレーターの設置が必要であり、現在の庁舎と増築部分との連絡が困難であること、免震装置が浸水すること、また、維持管理が必要なことなどから、増築には不適なため耐震補強とする
	総務課

企画防災課
	H23
	
	△
	○
	○
	◎

	
	
	■ 予備施設の設定

本庁舎の被害が甚大な場合消防署及び各支所を本部として活用する。また、災害の被害の規模により、地域本部を設置するなど浸水対策等が必要
	■ 予備施設の浸水対策は、総務課で23年度検討

■ 消防署は、西はりま消防組合で対応する。

　 上月支所・三日月支所は、庁舎2階で対応、南光支所は、南光文化センターで対応するため、電話回線等を整備


	総務課

各支所

西はりま消防組合


	H23
	
	△
	○
	◎
	継続

	
	
	■ 上下水道施設の浸水対策


	■ 上下水道施設等の浸水対策（未実施理由書あり）

① 兵庫県河川災害復興室による河川改修計画に含まれる上下水道施設は、河川改修の工事（H21～H25）等に併せて浸水対策を実施

② 河川改修計画に含まれない処理場、水源地等は、処理区域や給水区域があるため移設することは困難であり、工事による浸水対策は実施しない（土のう等で対応）
	上下水道課
	H23
	
	△
	×
	×
	×

	16
	災害等の発生時には、防災・危機管理対応職員は、極めて困難な状況の中での情報の収集、分析、その結果に基づく迅速、的確な対応が求められている。そのため、担当職員には平常の業務からの切り離しが必要であり、できるけ、独立した災害対策本部室、災害対策事務室を確保することが適切である。その場合、それらの執務室の普段の活用も考慮することが必要である。


	■ 災害対策本部室、災害対策事務室の確保

① 担当職員は平時の業務からの切り離しが必要

② 執務室の普段の活用も考慮
	■ 本庁舎2階に災害対策事務室を設置

■ 平時は会議室として使用

■ 災害対策本部室は、30人が入るスペースを確保

■ 庁舎の増改築に伴い、本部及び事務室の十分なスペースを確保

■平時は会議室として使用するが、使用後必ず災害対策本部室として機能する環境に戻すことを徹底

■H26.11　防災対策室を増築庁舎に新たな対策本部室を設置し移転する。

	総務課

企画防災課
	H23
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	17
	災害発生時における災害対応業務は、混乱の中で迅速に、効率的かつ的確に行うことが求められることから、防災情報機器を集中設置することが適当である。庁舎の浸水時にもそれらの機器が水没することのないよう、2階以上のフロアに設置するほか、地震災害に備えた設置方法を採ることが望ましい。
	■ 防災情報機器の集中設置


	■ 本庁舎2階に設置H26　増築庁舎に移転

■ H26、庁舎増築に伴い、マルチビジョンシステムやマイクシステム等を導入
	企画防災課
	H23
	◎
	継続
	継続
	継続
	◎

システム導入

	
	
	■ 防災情報機器を2階以上のフロアに設置
	■ 本庁舎2階に移設　
H26　増築庁舎に移転
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 地震災害に備えた設置

　庁舎のサーバー・光灯等の対策
	■ 主要な防災情報機器は地震対応済
■ H26にロッカーを固定（2段積みしない）

■ 庁舎増築に伴い、サーバーや情報機器等は免震や固定で対応

■ 庁舎増築に伴い、庁舎の蛍光灯はLEDに変えるとともに固定
	企画防災課
総務課

全課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	18
	停電時には電話機、ＯＡ機器をはじめあらゆる情報通信機器が使用できず、情報の収集や伝達に支障を生じるため、停電時にも機器が使用できるよう浸水のおそれがない場所に非常用電源を整備し、また、それらの装置が正常に作動するよう日頃から整備・点検を行う必要がある。
	■ 非常用電源

① 浸水の恐れがない場所、地震災害などに備えた設置

② 非常用電源の整備・点検
	■ H22.3本庁舎屋上に発電機設置、支所自家発電有（ 年2回保守点検）
■ 庁舎の増改築に伴い、停電時の業務継続を考慮した非常用電源の利活用を再整備

■ H25年度に防災行政無線デジタル整備事業に伴い、本庁の非常用発電設備を72時間稼動可能な機器に交換
	総務課


	H22
	◎


	継続


	継続


	◎

機器交換
	継続



	19
	各支所でも気象情報や河川情報などを収集するため、各支所にフェニックス防災システム端末を設置する必要がある。
加えて、本部及び各支所間での情報共有を図るため、各支所で地域の被害状況などの入力を行い、本部や他の支所でも迅速に状況を把握できるよう、同システムの機能を有効に活用することが必要である。

また、フェニックス防災システム端末の増設など、合併市町におけるきめ細かな情報収集・伝達体制の構築について、県に対して協議、提案することが必要である。
	■ 県に対してフェニックス防災システム支援端末を支所への設置の協議、提案
■ 各支所で地域の被害状況などの入力を行い、本部及び各支所間で情報共有を図る
	■ H24各支所にフェニックス防災システム支援端末導入済

■ 各支所は、本部と連絡がとれない場合、フェニックス防災システム支援端末に被害状況などを入力し、情報共有を図る

	総務課、各支所

企画防災課

	H22
	△
	○
	◎
	継続
	継続

	20
	消防団は、地域防災を支える要として、必要不可欠な組織である。町は、災害時に水防活動、住民の避難誘導及び救助を行う消防団員を確保する必要がある。高齢化、若年層の減少・町外への流出、地域社会への帰属意識の希薄化などで、消防団員が確保できない場合もあるため、事業所との協調関係を築き、消防団活動への理解と協力を得て、勤務地を活動地域とする企業消防団員や女性消防団員の確保などに努めることが必要である。
	■ 消防団員の確保

 企業消防団員、女性消防団員などの確保

■ 消防団再編成の調整
	■消防団への加入をＰＲし、各分団による、団員確保に努める。　
※自主防災組織等が若者層の減少などで組織できなくなってきているので、退団した消防団員等を地域の自主防災組織のリーダー・サブリーダーなどに育て、自主防災組織を育成することにより、地域防災力を向上させていく。

■消防団員編成、車両更新を継続実施


	企画防災課

各支所
	H23
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	21
	消防団が備えている資機材は、消防ポンプやホースなど主に火災時の活動を考慮したものとなっている。洪水時の住民の救助活動や避難誘導のため、救命胴衣やロープなどの資機材を備えることが必要である。
	■救助活動を行うための資器材が水害を想定した資機材とはなっていない。

救命胴衣やロープなど消防団資機材の充実。
	■ H24より資機材の台帳を作成し、資機材の品目・質・量の見直しを実施

① H25本庁及び各支所に救命胴衣、ｳｫｰﾀｰｹﾞｰﾄ配備

② H25機動隊等に救助資機材を整備

③ 救命胴衣を機動分団へ配布済み

ヘッドライト全機動及び各分団へ配布予定

H26以降も各分団に救助資機材等を計画的に整備
	企画防災課

各支所
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	22
	今回の災害で、避難誘導など地域の防災活動の中心的な役割を担ったのは自主防災組織と消防団であった。地域の防災を担うのは地域住民であり、コミュニティを強化するとともに、自分の命は自分で守る、地域の安全は地域で守るという「自助」「共助」を基本とした地域防災力の向上が必要である。

そのため町は、地域の特性を考慮し、自主防災組織構成員に対する研修など、地域の防災リーダーの育成に努めるほか、防災資機材の充実と地域の防災への取り組みを支援し、地域防災力の向上を推進する必要がある。

	「自助」「共助」を基本とした地域防災力の向上

① 自主防災組織の防災資機材の充実、地域の防災への取り組みの支援
	自主防災組織の強化の為、地域の防災リーダーの育成を行い、活動に対し補助要綱を定める。
また、自主防災組織等が若者層の減少などで組織できなくなってきているので、退団した消防団員等を地域の自主防災組織のリーダー・サブリーダーなどに育て、自主防災組織を育成することにより、地域防災力を向上させていく。

1 毎年、防災資機材補助　補助率50％（上限15万円）以内で補助

H24より、世帯台帳を作成し、二つ以上の訓練等を実施した場合、世帯台帳に記載された1世帯につき500円の自主防災組織活動補助金を支給

・訓練補助　H24実績28件H25実績30件H26実績14件（H26.8末まで）

・資機材補助　24実績13件H25実績14件H26実績　4件（H26.8末まで）
	企画防災課
	H22
	◎


	継続


	◎

補助金創設
	継続


	継続



	
	
	②自主防災組織構成員の研修を行い、地域の防災リーダーの育成を行う。
兵庫県防災リーダー講座を活用しているが、　受講場所が遠いことや、期間が長いことなどから受講は困難

	② 兵庫防災リーダー研修受講も受講可能であるが佐用町において防災リーダー研修会を開催する。
H25より、佐用町防災リーダー研修会を実施

第1回　6月11日　自主防災組織の重要性について（約200名）

第2回　9月7日　「天気を読み解く」気象情報を知る、身を守るための気象の知識（約300名）

第3回　11月9日　災害図上訓練ＤＩＧ（参加自治会、8自治会　・約100名）

第4回　2月8日（積雪のため中止） 紀伊半島豪雨災害時の経験や教訓及びその後の行政と住民それぞれにおける取り組みの事例等について

第5回　3月8日開催　地域防災リーダー研修会（約200名）

H26　第1回　9月7日防災リーダー研修会　片田敏孝（約320名）

今後も継続的に実施
	企画防災課
	H22
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	23
	このたびの災害においては、自助、共助が重要であることが認識された。自分や家族がまず、第一に取り組み、地域が互いに助け合うことが必要である。このため、平時から家庭内での災害時の連絡方法や食料の備蓄、家具の固定など防災について話し合い、防災に関する知識や意識を向上することが不可欠である。さらに、地域では、地域ぐるみの訓練や専門家を招いた講習会、身近なハザードマップの作成などを通じて、地域が一体となって防災に取り組む意識を穣成することが必要である。
	■ 防災に関する知識や意識を向上させる

① 自助、共助意識の浸透

② 災害時の連絡方法、食料の備蓄、家具の固定、避難場所、避難経路、避難方法など家庭で話し合う
	 わが家の防災マニュアル（全戸配布）による周知や防災マップ作成による意識付けを行う。 ハーザードマップ配布（H24.3作成、6月配付）し、住民が安全確保をするための行動などを周知する。H26.10広報誌と自治会連絡で佐用町ハザードマップ及び避難判断マニュアルや兵庫県土砂災害等のハザードマップについて周知。

 今後も、広報誌や佐用チャンネルなどにより防災に関する知識の周知し、意識付けを行う
	企画防災課


	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 地域が一体となって防災に取り組む意識を穣成する。 地域ぐるみの訓練や専門家を招いた講習会、また防災マップの作成。自治会により作成状況に差がある。また、支え合いマップの作成まで進んでいない。
	各自治会で訓練・小学校単位で訓練・地域づくり協議会単位で総合防災訓練を実施、実施にあたり西はりま消防組合やひょうご地域防災サポート隊を活用する。地域づくり協議会単位でマップづくり研修会の開催を行い、各自治会で防災マップを作成中

H24、自主防災組織説明会で防災マップの提出を依頼。提出された防災マップから、危険箇所の把握や一時避難所が適正かなど検討（10自治会提出）　（H25末、作成及び作成中約4割）　今後も、ＤＩＧ等研修を行い、周知を行う。その結果を、次回のハザードマップ改定時に可能な限り避難範囲や避難の種類など住民と協議し、河川改修後県想定区域の変更や倒壊家屋ゾーン設定等の反映を行う。
	西はりま消防組合

各支所

企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	24
	町は、地域の防災活動を支援するため気象や河川の水位などのきめ細かな情報を速やかに地域に伝える必要がある。一方、地域においても町に的確な災害対応を促すため迅速に地域の状況を伝える必要がある。

このため、消防団や自主防災組織に町との連絡係を置き、町においてもその対応を行う職員を置くなど、災害時における地域と町の円滑な情報共有を図るための仕組みづくりに取り組むことが必要である。また、地域との連携を強化し、効果的な活動を促進するため、災害対策本部会議に地域の防災リーダーである自治会連合会代表者など、地域代表の出席を求めることが望ましい。


	■ 地域と町の情報共有を図るための仕組みづくり。各対策部で収集した情報を共有する仕組みがない、災害時には回線等の不具合により、システムで情報共有できないことも想定される。
① 町は地域にきめ細かな情報を速やかに伝える

② 町に連絡係を置く
③ 地域は町に迅速に地域の状況を伝える
	①②③

情報収集

■　活動マニュアルを作成し、各対策部に情報班を設置（総務対策部は佐用地域、各地域対策部は各地域の情報を収集）

■　活動マニュアルに基づき対応する。
■　H24より、各課共有「700防災」に災害対応時ごとにフォルダーを設け、データ共有を実施

■　システムの不具合に備え、紙を基本とした情報共有も継続

■　H26より情報共有システム、GISシステム等を検討（情報の可視化により情報の分析や迅速な判断を行う）
■　H23に20地点に災害モニターを設置

H26、災害モニターを増員8名済　計28名　　　　　小赤松河川改修後1名増員予定

情報伝達

■ 広報班を設置し、様々な媒体で気象情報や避難勧告など、きめ細かな情報を発信

	企画防災課

総務課

	H22
	〇
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	④消防団に連絡係を置く
	④■ 分団長会で、災害時に地域情報や活動状況等を定期的に各分団から副団長又は支団長に情報を入れるよう周知徹底

■ H26消防団幹部・本部・機動分団に携帯型無線を各分団車両に移動型無線機を整備 

H26.8　機動・分団に無線講習会を開催
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	⑤自主防災組織に町との連絡係を置く

自主防災組織の再編不可能な地域など、地域ごとに対応が異なるため、各地域との調整に時間を要す
	⑤■ H24.7地域づくり協議会単位で自主防災組織説明会を開催し、自主防災組織の考え方や一般的な活動マニュアルを明示

■ 自主防災組織活動補助金を活用し自主防災組織の活動を支援
■ H26から、避難勧告等の判断・伝達マニュアルによる避難範囲や避難の種類などを住民と協議していく中で、自主防災組織がない地域や、機能していない地域を重点地区と位置付け次の対応を計画・実施していく（対象自治会、計画年、実施年、訓練等）

〇 町は自主防災組織のあり方を明示
（H24自主防災組織説明会等で実施）

〇 自主防災組織の再編成（自治会の規模に応じた組織の編成）

〇 再編不可能な地域（限界集落など）は、複数の自治会での再編や規模に応じた組織編成（避難班・連絡班・物資班のみ）などで対応
	企画防災課

各支所
	H23
	
	△
	◎
	継続
	継続

	
	
	■ 災害対策本部に地域代表の出席を求める。
	■ 自治会連合会代表者を災害対策本部会議の構成員とすることを決定（応急期・復旧期）

	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	25
	神戸海洋気象台（現在：神戸地方気象台）との情報連携、フェニックス防災システム等での情報収集・情報伝達及び県との情報連携のため災害時に関係機関との情報連携を行う専任の担当者を置くなどの体制整備が必要である。また、平時からフェニックス防災システムをはじめとする防災情報機器の操作研修、神戸海洋気象台（現在：神戸地方気象台）や県との電話での情報交換を行い、災害時に的確に情報共有できるよう努める必要がある。
	■ 関係機関との情報連携を行う専任の担当を置くなどの体制整備
	■ H22担当者設置

■ 活動マニュアル作成
	企画防災課

総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 防災情報機器の操作研修
	■ フェニックス防災システム操作研修会に参加

（H22-2名、H23-2名、H24-4名、H25-4名）
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 神戸気象台（現在：神戸地方気象台）や県との電話での情報交換
	■ H22.4より、降雨時に神戸海洋気象台（現在：神戸地方気象台）や県との情報交換を実施している。
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	26
	町は、日直からの連絡体制や本部と消防本部など防災関係機関内の連絡体制を明確にし、町長をはじめ、災害対策を行う職員などに気象や河川水位などの情報が迅速に伝達できる連絡体制が必要である。また、町は、県に対して被害状況や本部の設置について確実に連絡する一方、県は、町災害対策本部が設置された場合は、町への情報伝達は災害対策本部に行う必要がある。
	■ 防災関係機関内の連絡体制の明確化
	■ 活動マニュアル及び様式作成

■ 毎朝、消防用内線電話（災害時専用ホットライン）の点検
■ さよう安全安心ネットなどによる情報周知
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 町は、県に対して被害状況や本部の設置について連絡
■ 県は、町災害対策本部が設置された場合は、町への情報伝達は災害対策本部に行う
	■ 基本的には、県への連絡は、フェニックス防災システムで行い、緊急を要する場合等は直接連絡を実施（必要に応じて県連絡員の配置を要請）
■ 県に対し、災害対策本部連絡先は通知済


	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	27
	災害応急復旧や被災者支援を迅速に行うため、災害対策本部は被害状況を早期・的確に把握し、町単独では災害対応できない業務や支援を必要とする業務などを早期に見極め、災害時応援協定などに基づく派遣要請を速やかに行う必要がある。
	■ 災害対策本部は被害状況を早期・的確に把握
■ 災害時応援協定などに基づく派遣要請を速やかに行う
	■ 活動マニュアル作成

① 総務対策部総務情報班は、各対策部からの被害状況の報告や支援要請の窓口となり、県に報告及び要請を行う

② 緊急を要する場合、各対策部から県関係課への要請

■ 総務対策部を中心とした情報連携訓練

■ 活動マニュアル及び様式作成

■受援計画作成予定：包括的な受援計画
	総務課
全課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	28
	水道業務や清掃業務など、業務内容が共通している市町職員の派遣は効果的であったことから、応援市町保有の機材等のさらなる活用など、より一層の広域的な応援体制の充実が必要である。

また、受け入れ側においては、退職職員の協力を得るなどにより、現地に精通していない他市町の派遣職員を誘導できる体制を整えるなど、派遣職員が円滑に業務を遂行できるよう配慮することが必要である。


	■ 広域的な応援体制の充実

	■ 平時に各課で必要な協定等を結ぶ

〇 佐用郡自動車整備業組合との災害発生時における。障害物除去等の協力に関する協定（H23.3.25締結）

〇 佐用郡土木組合との災害時等における応急対策活動に関する協定（H24.1.25）

〇 Nexco西日本との災害時等における相互協力に関する協定（H24.3.8）
〇 NTT西日本との災害時における施設使用に関する協定（H24.3.30）

〇 ヤフー株式会社との災害に係る情報発信等に関する協定（H24.5.9）

〇 播磨地域12市9町との播磨広域防災連携協定（H24.8.30）

〇 国土交通省との災害時等の応援に関する申し合わせ（H24.11.15）

〇 播磨広域連携協議会と日本郵便株式会社との連携・協力に関する協定書（H25.5.31）

〇 町内11施設との福祉避難所の指定に関する協定（H24.10.1）
〇 兵庫県ＬＰガス協会西播西支部佐用地区会との災害時における支援協力に関する協定（H25.2.27）
	全課

企画防災課

総務課

建設課

健康福祉課


	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 派遣職員が円滑に業務を遂行できるように配慮する

各課で応援協定の充実に差がある。
	■ スタッフ管理マニュアル、派遣・応援・支援要請及び後方支援マニュアル作成

■ 派遣職員が円滑に業務を遂行できるように他対策部からの職員の異動、役場退職者、ボランティアなどの応援など、本部会議で決定し対応する。平時に各課で必要な協定等を結び、受援計画を作成していく。

受援計画作成予定：包括的な受援計画
	総務課

議会事務局

会計課

税務課

全課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	29
	県、他市町への支援要請に関する事務は、窓口を一本化し、災害対策本部体制の中で明確化することが必要であり、支援要請にあたっては、大まかな被害状況や支援内容（人員や数量等）を把握する必要がある。なお、災害時には、防災担当者は多忙を極めることから、防災担当者以外が支援要請に関する事務を担当する必要がある。
	■ 支援要請窓口を一本化し、災害対策本部体制の中で明確にする

① 大まかな被害状況や支援内容（人員や数量等）を把握する

② 防災担当者以外が事務を担当
	■ 地域防災計画及び活動マニュアル作成

1  総務対策部総務情報班は、各対策部からの被害状況の報告や支援要請の窓口となり、県に報告及び要請を行う
② 緊急を要する場合、各対策部から県の関係課に要請
	総務課
全課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	30
	今回の災害においては、町には家屋被害認定の知識を有する職員が少なく、県や他市町職員の応援を受けることとなったが、今後の災害に備えるとともに、他市町での災害時に直ちに応援派遣できるよう、家屋被害認定士の育成を行う必要がある。

　なお、地震災害に備えて建築士会と連携した応急危険度判定士の確保や育成などついても推進していくことが必要である。


	■ 家屋被害認定士の確保及び育成
	■ H26も引き続き、研修会等に参加し資格を取得する（H18-2名、H19-4名、H21-2名、H22-3名、H23-2名、H24-2名、H25-3名の計18名取得）

■ 活動マニュアル作成

　・大規模な災害時には、町職員は調整を行い、応援員で対応　など

■ H25、淡路の家屋調査に職員を派遣
	税務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 応急危険度判定士の確保及び育成

今後の活動における職場での立場、条件等を明確にして業務を行い易い状況で人員を確保
	■ 被災宅地危険度判定士（現在職員8名、嘱託1名の計9名登録）、毎年度計画的に取得

■ 被災建築危険度判定士（現在役場6名、民間2名の計8名登録）、毎年度計画的に取得

■ 定期的に資格者の会議を開催し、調査方法等の調整を行う
	建設課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	31
	災害時における民間流通を活用した生活物資等の調達、確保にあたり、協定締結は有効な手段であった。物資の運搬や重機によるがれきの除去など、災害時に協力してもらえる企業や災害救援を目的とするＮＰＯなどとも応援協定を結ぶなどの拡充を図る必要がある。
	■ 企業やＮＰＯなどと応援協定を結ぶなどの拡充を図る
物資の運搬や重機によるがれきの除去など

	■ 提言28と同様


	全課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	32
	町における災害に備えるための防災資機材の備蓄については、県が広域防災拠点に備蓄している資機材を勘案しながら、洪水災害に対応するための救命用具やロープ、避難者のプライバシーに配慮した間仕切り、健康面を考慮した畳などや一時的に必要な毛布などを加えるなど、備蓄物資の品目、質、量等を見直すとともに、使用期限等を考慮した今後の購入や防災訓練での使用など、防災資機材の備蓄に係る計画を策定する必要がある。
	■ 備蓄物資の品目、質、量等を見直す
 県が広域防災拠点に備蓄している資機材を勘案
	■ 毎年、備蓄物資を見直し

① H24に備蓄計画作成、H25備蓄計画見直し

② 品目・質・量等を考慮した購入

③ 使用期限等を考慮した購入（品目により、複数年で計画的に購入）
④ 流通備蓄を考慮した備蓄

⑤ 県の広域防災拠点に備蓄してあるアルファー化米は、購入を抑え他の仕組み(炊き出し)に変更
 H25に保育園、小中学校の園児・児童・生徒・先生のアルファー化米等を備蓄
	全課


	H22
	◎


	継続


	◎

備蓄計画
	継続


	継続



	
	
	■ 防災資機材の備蓄に係る計画
を策定する

 使用期限等を考慮した今後の購入や防災訓練での使用など
	■ 使用期限がある物資の有効的な活用
・使用期限を考慮した購入は、アルファ化米な ど、使用期限があるものの購入はできるだけ控え、米を調達し炊き出しを行うなどの仕組みに変更
・ 使用期限前のアルファ化米は、防災訓練等で使用（毎年1200食程度）
■ 広域的な大規模災害時など物流が滞った場合を想定した備蓄計画を検討

（今後、綾部市との協議必要）
	企画防災課
教育委員会
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	33
	大災害では、備蓄場所が被災することがあるため、防災資機材等の備蓄は、各地域に分散しておくことが必要である。
	■ 防災資機材の備蓄の分散
	■ H22備蓄場所は、避難所等15ヶ所に分散

■ H25より、新たに9ヶ所に備蓄
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	◎

場所追加
	継続

	34
	災害が起きると輸送活動に大きな支障が生じるため、各家庭において被災後3日分の食料等を備蓄し、災害に備えておくことを周知する必要がある。
	■ 備蓄物資の周知

① 各家庭において被災後3日分の食料等を備蓄する
	■ わが家の防災マニュアル（全戸配布）による周知

■ その他の機会でも啓発

① 広報、佐用チャンネル、防災マップなど


	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	35
	災害時に食料や生活必需品を円滑に配布するため、車両、人員の確保及び道路状況の把握などにより搬送手段を確保する。また、自治会組織等と連携した配布体制や配布方法についての仕組みづくりに取り組むとともに、円滑に被災者に配布するため、マニュアルの作成が必要である。

その他、主要道路が渋滞や寸断により利用できないことを想定し、脇道を活用した輸送路の検討や、災害時に機動力を発揮するオートバイによる輸送方法など検討しておくことが必要である。
	■ 輸送手段の確保

① 車両、人員の確保
	■ 活動マニュアル作成

水防警報発令などにより、公用車を安全な場所へ移動し、車両の確保を行う。
■ 佐用郡自動車整備業組合と協定締結

■ H24.1に役場退職者の登録制度要綱の作成及び退職者の登録
	総務課
	H22
	◎


	継続


	◎

退職者登録済
	継続


	継続



	
	
	② 道路状況の把握
	■ 自動車連絡会による道路状況の把握

■ パトロールによる道路状況の把握

■ 各対策部からの情報提供

■ 関係機関、住民等からの情報提供　など
	建設課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 支援物資の配布体制や配布方法についての仕組みづくり

 マニュアルの作成
	■ 食糧、物資の調達、供給マニュアル作成

■ 総務課、各支所と協力し自治会と調整

① 様式作成

② 自治会長会などで仕組みを説明　など
	生涯学習課

総務課

各支所
	H23
	
	○
	◎
	継続

説明
	継続

説明

	
	
	■給水車配備の検討
	■給水車に代わる給水タンク（圧力式1.5㎥）と積載車両を配備する予定。

また、各浄水場に給水タンクを備え付ける。
	上下水道課
	H26
	
	△
	△
	△
	〇

	
	
	■ 脇道を活用した輸送路の検討、オートバイによる輸送方法なども検討
	■ 建設農林対策部は、各対策部や関係機関との情報共有による脇道の把握、輸送方法を把握する。生活対策部は、その情報から自動車やバイクによる輸送を行い、町で対応できない場合は、ひょうご・フェニックス救援隊や自衛隊等に応援を要請
	建設課
	H22 
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	36

	義援金は、被災者の生活再建を図る上で非常に重要な役割を果たすので、特に被災者の再建支援にあたり、現行の公的制度では支援の対象にならない被災者に対して、地域の特性に応じた支援が可能となってくる。そこで、大規模な災害では被災者の数が多く、一人あたりの給付額を被災者の支援に十分なものとするため、積極的な広報活動に努める必要がある。
	■ 義援金に係る募集・配分
	■ 台風第9号災害の対応を踏まえ、活動マニュアルを作成
	会計課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 積極的な広報活動

 マスコミなどの支援体制の構築
	■ 記者発表、町ホームページなど、様々な媒体による広報を実施

　 ・報道機関は、新聞各社（神戸・朝日・毎日・読売・産経）、共同通信社、時事通信社、ＮＨＫ、ＴＶ民法各社など

■ 活動マニュアル、放送原稿例など作成
	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	37
	全国から寄せられる支援物資には、生鮮食料品など保管に適さないものがあったほか、タオルは使い切れない膨大な量となった。必要な物資を必要なだけ調達できるよう、十分な広報に努めることが必要である。
	■ 支援物資調達の広報活動
	■ 提言36と同様
	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ ニーズのマッチング方法
	■ 支援物資募集の広報活動マニュアル作成

■ 中継施設や物資を搬入し仕分けできる施設が限られており、災害時にその施設が活用できるとは限らないため、各運送会社に募集物資以外の受入れをしないよう協力依頼する

■ 県と運送協会との協定に基づき、物資の輸送を要請
	生涯学習課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	38
	物流事業者の協力を得て、全国から送られてくる支援物資のうち不必要な物の受け取りを制限し、被災者のニーズに合った物資だけを受け入れるシステムや民間ノウハウを活かした避難所への物資輸送体制の構築などに取り組むことが必要である。

また、支援物資の受け入れが長期間に及ぶことを考慮し、物資を保管・管理する場所をあらかじめ確保しておくことも必要である。
	■ ニーズのマッチング方法

■ 民間ノウハウを活かした物資の輸送体制の構築　など
	■ 提言37と同様


	生涯学習課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 支援物資を保管・管理する場所の確保（長期間の受け入れに対応）
	■ 災害の状況により、交通の利便性や、被災地への距離等を考慮し、屋内ゲートボール場や体育館等を活用し、場所を確保
	生涯学習課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	39
	災害時に全国から寄せられる膨大な量の支援物資を迅速に被災者に届けるため、平時から自治会組織等と連携した支援物資の配布体制や配布方法、ボランティアの支援も考慮した職員配備計画及び支援物資配布計画を検討し、民間ノウハウも活用したマニュアルを作成しておくことが必要である。
	■ 支援物資の配布体制や配布方法の仕組みづくり

① 自治会組織等と連携

② ボランティアの支援も考慮
	■ 提言35と同様


	生涯学習課

総務課

各支所
	H23
	
	○


	◎


	継続

説明
	継続



	
	
	■ マニュアルの作成

① 民間ノウハウも活用した支援物資の配布
	■ 提言37と同様


	生涯学習課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	40
	自治会長等の代表者が各避難所、集会所や在宅での避難者などに支援物資を配布するようになっていたが、災害時に自治会長は業務が多く支援物資の配布にまで手が回らなかった。

このため、自主防災組織に物資班をおき、物資班は避難所などに必要な物資の品目、数量などを報告し配布を受けるなど役割を具体的に決め、地域住民も個々に役場などに物資を取りに行くのではなく、各地域の物資班を通じて個々のニーズを伝えて受け取る仕組みをつくるなど、支援物資が必要とする個々の被災者に行き渡るよう配布することが望ましい。
	■ 支援物資の配布体制や配布方法の仕組みづくり

① 各地域の物資班を通じて個々のニーズを伝え受け取る仕組み

② 公平な配分
	■ 提言35、37と同様


	生涯学習課

総務課

各支所
	H23
	
	○


	◎


	継続説明
	継続



	
	
	■ 自主防災組織物資班の役割の明確化（品目、数量などを報告し配布を受ける）
	■ 提言24と同様

	企画防災課

総務課

各支所
	H23
	
	△
	◎
	継続
	継続

	41
	フェニックス防災システムをはじめ、河川監視カメラ、河川水位予測システムや、インターネットにおける「川の防災情報」など、様々な情報機器やシステムを有効に活用し、気象や河川水位の現況や予測に関する情報を収集する必要がある。河川監視カメラや水位計については、増設することが望ましい。

役場での情報の収集や整理にあたっては、収集する項目に漏れや遅れのないよう、担当者を定める。また、機器の操作手順や留意点（水位計の故障が疑われる場合等）などを記載したマニュアルを作成しておくことが必要である。

なお、河川監視カメラや水位計などの観測機器が設置されない地域については、橋脚等に設置する簡易的な水位指標を活用し、地域住民等による目視情報を収集する仕組みを構築する必要がある。
	■ 情報機器をより有効活用した観測情報の収集

① フェニックス防災システム・河川監視カメラ・河川水位予測システム・川の防災情報など
	■ 統括部に情報班、情報分析班、広報班を設置

■ 各支所にフェニックス防災システム支援端末を設置するとともに、情報班を設置

■ 各対策部に情報班を設置
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 情報機器の増設（河川水位カメラ、水位計）
	■ 県が河川カメラ・水位センサーを増設
	企画防災課
	H22
	◎
	－
	－
	－
	－

	
	
	■ 情報の収集や整理は担当者を定める
	■ 各対策部に情報班、統括部に情報分析班を設置

■ 複数名を配置
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ マニュアルの作成

① 機器の操作手順や留意点

	■ 各種情報機器の操作マニュアル作成
	企画防災課

総務課
	H22
	◎
	－
	－
	－
	－

	
	
	■ 河川監視カメラや水位計などの観測機器がない地域

■　橋脚等に簡易的な水位指標を設置する。橋脚等に設置する簡易的な水位指標を活用し、地域住民等による目視情報を収集する仕組みを構築（災害モニターからの情報としても活用する）
	■ 20地点に災害モニターを設置H26、災害モニターを増員8名済　計28名　小赤松河川改修後1名増員予定

（今後も必要に応じ増やす）

総務対策部総務情報班及び地域対策部地域情報班は、災害モニター等から情報収集を行う

　災害時は、総務課及び各支所で情報収集を行う

■指標等が必要な場合、建設課と協議のうえ、指標等を設置するが、災害モニター等は自宅から河川等が見えるため、基本的に必要がない。（占用申請や工事届け等は、建設課で行い、指標等の設置は両課で行う）
	企画防災課

建設課


	H23
	
	○


	○


	◎


	◎

自治会と協議

	42
	情報機器から収集するデータだけを参考とするのではなく、神戸海洋気象台（現在：神戸地方気象台）などの関係機関の担当者に電話連絡し、今後の降雨量の見通しなど、より詳細な情報を収集し、その後の災害対応の参考とすることが必要である。

なお、災害時には、役場には住民からの電話が集中することから、関係機関との連絡を確保するため、防災関係機関からの受電専用の非公開電話番号を設けるとともに、架電時には災害時優先電話を活用することが必要である。
	■ 神戸海洋気象台（現在：神戸地方気象台）などに電話連絡し、今後の降雨量の見通しなど、より詳細な情報を収集し、その後の災害対応の参考とする
	■ H22.4より、神戸海洋気象台（現在：神戸地方気象台）や県との情報交換を実施
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 専用回線などの確保、受電専用の非公開電話
	■ 2回線を増設
	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 架電時には災害時優先電話を活用
	■ NTT西日本に確認し一覧表作成

	総務課
	H22
	◎
	－
	－
	－
	－

	43
	水位計等の観測機器やフェニックス防災システム、気象台等の関係機関からの気象・河川情報等の収集に加え、町内の各地域の状況（がけ崩れの予兆や道路冠水など）をきめ細かに収集する必要がある。そのためには、住民からの情報収集が有効であり、その情報を活用する必要がある。今回の災害においては、住民から電話があり、多くの情報が役場に集まったものの、その情報量が膨大であったため、的確に情報を整理することは容易ではなかった。

住民から寄せられる多くの情報を、効率的に処理・分析し、その後の災害対応に活かせるような仕組みを構築する必要がある。具体的には、本部要員が漏れなく受電内容を記録できるよう様式を統一するなど、情報収集・整理作業の効率化を図る。また、収集した情報のなかから、緊急性の高い情報については、迅速に本部内で共有化できるよう、作業フローも定める必要がある。さらに、電話を記録する担当者とは別途、収集・整理した情報の分析をする担当者を設けるとともに、的確な分析ができるように、分析担当者となる人材を育成していくことが必要である。
　なお、避難勧告等の発令については、収集した情報の分析等を行う本庁の災害対策本部が発令することを基本とする。支所は管轄地域の情報収集、本庁への連絡、消防団や自主防災組織との連携を担当することを基本とする。

　災害時には、被害が大きな地域の情報が入らないことが多いため、情報が入ってこない所や孤立集落となる可能性がある所には、町から積極的に情報の収集に努める必要がある。

また、各地域の状況を漏れなく迅速に収集できるよう、あらかじめ各地域の自主防災組織などに、役場と情報交換を行う担当の町民を複数人定めておくなど、住民による「災害モニター（仮称）」制度を構築することも望まれる。

この場合、浸水の情報や被害情報など必要な情報の基本となるものや集落ごとに定点観測をする場所をあらかじめ決めておく必要がある。
	■ 町内の各地域の状況をきめ細かに収集する

① 情報の整理

■ 住民からの情報を、効率的に処理・分析し、災害対応に活かせる仕組みの構築
①情報収集、整理作業の効率化（受電内容の様式を統一など）② 緊急性の高い情報の共有化（作業フローを定める）
③ 情報分析の担当者を設置
④人材を育成する
■ 避難勧告等の発令

①災害対策本部が発令することが基本
②支所は管轄地域の情報収集、本庁への連絡、消防団や自主防災組織との連携を担当
	■ 活動マニュアル作成（情報の種類による基準を定めた）

■ 各地域対策部地域情報班は管轄地域、総務対策部総務情報班は佐用地域の情報が入ってこない自治会や孤立集落の可能性がある自治会の情報収集に努める（消防団や災害モニター等からの情報収集含む）

■ 各地域対策部は管轄地域の情報を収集・整理し、総務対策部に報告

■ 総務対策部は佐用地域の情報を収集・整理するとともに、各地域対策部から報告される各地域の整理された情報を統括部情報分析班に報告

■ 統括部に情報分析班を設置

■ 統括部情報分析班は整理された情報から危険な地域を分析し、統括部本部班に報告

■ 受電内容の様式を統一

■ 情報のトリアージ（緊急性の高い情報は速やかに災害対策本部に情報伝達）
■ 統括部に情報分析班を設置

■ H22から人材育成（研修会等の継続実施）

■ 活動マニュアル作成

① 本部と支所の役割を明確にし、情報収集の仕組みや発令基準作成

② 避難勧告等は、災害対策本部が発令することを基本とするが、通信の不通等により災害対策本部に被害状況等の報告ができない場合や緊急を要する場合など、各地域対策部の判断により避難勧告等の発 
令を行うことができる。ただし、その場合にも各地域対策部は災害対策本部との連絡確保に努め、連絡がとれるようになった後は災害対策本部に対して発令事実について速やかに報告する
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 情報が入ってこない所や孤立集落の可能性がある集落の情報収集に努める
	■ 活動マニュアル作成

■ 各地域対策部は各管轄地域、総務対策部は佐用地域の情報収集

■ 消防団や災害モニター等からの情報収集

■ 自治会等からの情報収集

■ H24.3孤立する可能性の高い10自治会に衛星携帯電話を設置

■携帯電話型　防災無線機　25基　　配備

■コミュニティ放送器　　　150基　配備
	企画防災課

総務課

各支所
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 災害モニター制度を構築
	■ 20地点に災害モニターを設置（今後も必要に応じ増やす） H26、災害モニターを増員8名済　計28名

　小赤松河川改修後1名増員予定
	企画防災課
	H22
	○
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	① 浸水の情報や被害情報など情報の基本を定める

② 定点観測点を定める
	■ 提言41と同様

	企画防災課

建設課
	H23
	
	○
	○
	◎
	◎

自治会と協議

	44
	今回の災害においては、避難勧告発令の基準となる避難判断水位超過から溢水までの時間が極めて短かった。浸水後の屋外での移動行動は危険であることから、屋外での避難行動を促すような避難勧告等を発令する場合には、遅れを避けるため、河川水位等を基に定めた基準超過後は迅速に発令することを基本方針とすることが望ましい。

特に、河川近傍で平屋に住む災害時要援護者など、その避難行動や、地域の支援活動に時間を要する者の安全な避難のためには、避難準備情報は、早期に出すことが必要である。夕方から夜間に向けての時間帯などでは、降雨の予想等によっては、基準水位到達前であっても、発令することが望ましい。

ただし、過去の記録を参照すると、基準に沿って避難準備情報や避難勧告を発令すると、空振りが多く発生することとなるため、あらかじめ住民に対し、その必要性等を周知し理解を得ておく必要がある。
なお、避難指示については、現地の情報などから早急な避災行動を必要とすると認められた場合、発令することが望ましい。


	■ 避難勧告等の発令基準

① 河川水位等を基に定めた基準超過後は迅速に発令することを基本方針とする
	■ 地域防災計画、活動マニュアル作成

① 水位、今後の降雨量、地域の状況等総合的に判断

② 水位周囲河川は、水位等による避難準備情報、避難勧告、避難指示の規定の明確化

③ 水位周知河川以外は、地域の情報等により判断

④ 兵庫県土砂災害危険度の警戒基準線を確認する。土砂災害は、土砂災害警戒情報やCL曲線の予測等で避難勧告等の発令を判断　など

H26.3.31避難勧告等の判断・伝達マニュアルを作成し、水位周知河川以外の区域設定を行い避難勧告の範囲を決定（H26.4より運用開始）H26より、避難範囲や避難の種類など住民と協議を実施
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 空振りが多く発生するため、住民にその必要性等を周知し理解を得る
	■ ハザードマップ配布による周知

■ 広報やケーブルテレビ等による周知

■ 自主防災組織再編時に周知
	企画防災課
	H23
	
	○
	◎
	継続
	継続

	
	
	■ 避難準備情報は早期に出す

① 避難行動や、地域の支援活動に時間を要する者の安全な避難
② 夕方から夜間に向けての時間帯などでは、降雨の予想等によっては、基準水位到達前であっても発令する。
	■ 地域防災計画、活動マニュアル作成

① 河川水位、1時間後の水位予測、降雨予測などから総合的に判断する

② 夕方から夜間に向けての時間帯などでは、降雨の予想等によっては、基準水位前でも発令することがある
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 避難指示は、早急な避災行動を必要とすると認められた場合、発令する
	■ 避難指示を出す段階では屋外避難は危険な場合があるため、早期の避難が重要（やむを得ない場合は、垂直避難もありうる。
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	45
	今回の水害においては、屋外への避難行動が適切となるタイミングは、町内の全域で同一ではなく、地区によって異なった。今後も、ある地区で早急に家屋から避難することが望ましい時に、他地区では既に屋外への避難は不適切な場合が想定される。その一方で、過度に広域への避難勧告等の発令を繰り返すことは、避難勧告等への信頼度を損ねるおそれがある。したがって、避難勧告等を発令する際には、適切な範囲に避難勧告等を出すことが望ましい。

水位観測点毎に、当該水位観測点で水位が上昇した際に、浸水等の危険の想定される概ねのエリアをあらかじめ整理し、周辺住民に周知しておく必要がある。そして、洪水時、当該水位観測点で水位が上昇した際には、事前に整理したエリアを参考に、各種の情報機器や関係機関、住民や災害モニターから収集した情報から、総合的に判断し、避難勧告等の発令範囲を決定する必要がある。

参考となる水位観測点がない地域や、土砂災害の危険な地域に対して避難を勧告する場合にも、各種の収集した情報をもとに、支所単位などで発令することが望ましい。
	■ 避難勧告等を発令する際には、適切な範囲に避難勧告等を出す
① 水位観測点毎に、浸水等の危険の想定される概ねのエリアをあらかじめ整理し、周辺住民に周知する
② 整理したエリアを参考に、収集

した情報から、総合的に判断し、

避難勧告等の発令範囲を決定する
	■ 提言41と同様
	企画防災課

建設課


	H23
	
	○


	○


	◎


	◎

自治会と協議

	
	
	■ 水位観測点がない地域や、土砂災害の危険な地域に対して避難を勧告する場合にも、各種の収集した情報をもとに、支所単位などで発令する
	■ H26.3.31避難勧告等の判断・伝達マニュアルを作成し、水位周知河川以外の区域設定を行い避難勧告の範囲を決定（H26.4より運用開始）

① H26より、避難範囲や避難の種類など住民と協議を実施

② H26、災害モニターを増員8名済　計28名

　小赤松河川改修後1名増員予定

③ 河川別及びエリア別に危険状況を判断する。ただし、エリアの細分化ができない場合、広い範囲（旧町単位等）での危険状況を判断する

④ 兵庫県土砂災害危険度の警戒基準線を確認する。土砂災害は、CL曲線の予測等で避難勧告等の発令を判断

	企画防災課
	H23
	
	○
	○
	◎
	◎自治会と協議

	46
	夜間や冠水時においては、避難所へ避難すること自体が危険で、自宅の2階や近くの安全な場所に避難することが望ましい場合など、放送する時間や避難すべき場所、周囲の状況等を踏まえ避難勧告等の放送内容を工夫する必要がある。
この場合、町及び自治会が発信する防災情報の内容や放送に伴った住民の行動など情報発信する情報の基準を整理する必要がある。

避難勧告等発令の判断から時間をおかずに放送を行うことができるよう、あらかじめ様々な状況に応じた放送文案を用意しておく必要がある。
	■ 避難勧告の放送内容を工夫

① 時間や避難すべき場所、周囲の状況等を踏まえる
	■ 活動マニュアル作成

① 基本となる定型文作成（災害時には、定型文を基に可能な限りきめ細かな情報を伝達）
	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 情報発信する情報の基準を整理する

① 防災情報の内容や住民の行動　など
	■ 活動マニュアル作成

① 情報発信する情報伝達文作成

情報発信する基準を整理
	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 様々な状況に応じた放送文案を用意しておく

① 避難勧告等発令の判断から時間をおかずに放送を行う
	■ 様々な状況に応じた放送文案を用意

■ 地震時は震度5弱以上でＪアラートにより、防災行政無線が自動起動し、震度情報を発信
	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	47
	住民や自主防災組織が、避難や災害時要援護者の支援など、防災活動を行うための参考情報として気象、河川水位などの情報を、きめ細かく発信する必要がある。

災害時に適切に情報を発信するため、あらかじめ災害の態様毎に発信する対象者、発信方法、広報内容などを計画しておく必要がある。例えば、土砂災害においては、土砂災害警戒情報が発表されたときには、危険箇所が全町に数多く分布することから、迅速に全町を対象に、全町一斉の防災無線や携帯メール等を用いて発信する。広報内容としては、土砂災害警戒情報の発表内容とともに、気象台から収集した今後の雨量の見通しなどの情報や、前兆現象の具体的な例示のほか、前兆現象を覚知した際には近隣への連絡に加えて早期に家を離れて避難することなどの行動指針を迅速に発表できるよう、計画・準備をしておくことが必要である。
	■ 情報共有の仕組みづくり

① 防災活動を支援するため、町

は気象や河川の水位などのきめ細

かな情報を速やかに地域に伝える
	■ 活動マニュアル作成

① きめ細かな気象、河川水位などの情報発信

統括部に広報班を設置し対応
	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 災害の態様毎に発信する対象者、発信方法、広報内容などを計画する

① 対象範囲、防災活動を支援するためのきめ細かな情報、今後の見通し、行動指針など
	■ 提言46と同様


	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	48
	自治会では、町から発信される避難勧告などの防災行政無線放送の放送内容を踏まえ、地区遠隔端末装置（集落内放送）を活用し、集落内に向けて、より集落に適した内容の放送をすることが望ましい。
また、規定などを整備し、緊急性が高い場合などには、町からの避難勧告等の有無に関わらず、集落の状況に応じた放送を、独自に自治会が行うことができるようにすることが望ましい。この場合においては、速やかに自治会から町に報告する必要がある。

このため、町は、自治会が災害時に集落内放送を行う考え方・ルールを示す必要がある。集落では、町から示されたルールなどに即して、平時より、各集落に適した放送文案などを作成しておくことが望ましい。


	■ 地区遠隔端末装置の設置
	■ 防災行政無線のデジタル化

① 現在の防災行政無線は容量が不足しており、デジタル化に併せて、自治会及び学校、地域づくりセンターにコミュニティ放送機を整備
 また、防災行政無線の電話回線を増設することで、コミュニティ放送機からの接続を可能にし、緊急時の集落内放送が円滑に行えるよう整備
	総務課
	H23
	
	○
	○
	◎
	継続

	
	
	■ 町から発信される避難勧告などの放送内容を踏まえた情報伝達

■ 緊急性が高い場合の集落放送を行う仕組みづくり（電波法上の理由から、地区遠隔装置を使用した生放送での集落内放送はできない）
① 緊急性が高い場合、町の避難勧告の有無に関わらず集落の状況に応じた放送を行い、速やかに自治会から町に報告する
② 町は、自治会が災害時に集落内

放送を行う考え方・ルールを示す
③ 集落では、町が示したルールに即し、各集落に適した放送文案などを作成する
	■ 町伝達文を定型化

■ 電波法上の理由から、緊急時に複数の自治会で、同時にコミュニティ放送機を使用した生放送での集落内放送はできないが、準則時放送（準則時放送（内容登録後1分以内に放送）を可能にした。
① 緊急時の情報伝達の考え方やルールを作成し、各自治会に周知する

② 町は、自治会が緊急時に行う連絡方法を防災行政

無線の地区遠隔端末による放送だけでなく、連絡網により情報伝達することや、町に防災行政無線の依頼をするなど、緊急時の連絡方法の考え方・ルールを示す
③ 集落内放送の基本的な放送文例を作成、自治会でより具体的な放送文に変更

防災訓練時に活用する
	総務課
	H23
	
	○
	○
	◎
	継続

	49
	災害時に町から発信する防災情報の考え方や意味・内容等について、平時から、研修会

の開催やパンフレットなどにより住民の理解や協力を得られるよう啓発活動が必要である。

ハザードマップについても周知を図ることが必要である。その際、今回の災害においては、ハザードマップ上で浸水シミュレーションの計算対象外となっていた支流域でも浸水被害が発生していることから、浸水深の着色がされていていない支流域についても浸水のおそれがあることも併せて周知しておく必要がある。
また、ハザードマップの作成にあたっては、浸水深を示すのみならず、自宅建物の条件や洪水時の流速などを勘案し、住民が安全確保をするための行動をとる際に参考となるように検討していくことが必要である。

次回作成のハザードマップに地域防災マップの情報（一時避難所や危険箇所）を載せることや、支え合いマップ作成ため、全自治会で地域防災マップの作成が必要となる


	■ 町から発信する防災情報の考え方や意味・内容等

パンフレットなどによる啓発活動
	■ わが家の防災マニュアル（全戸配布）による周知

■ その他の機会でも啓発
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ ハザードマップの周知

① 支流域も浸水のおそれがあることも周知
	■ 町ホームページによる周知

■ H24.5自治会長会、ケーブルテレビ、広報等による周知

■ H24.7自主防災組織説明会において周知

■ H21の台風第9号災害を受け、県の浸水想定区域の変更があったため、H24.3に暫定的にハザードマップ（町全域と13協議会単位の地図）を変更し、H24.6全戸に配付

■ 河川改修後に作成するハザードマップは、自治会ごとのA4版の地図、地域づくり協議会単位及び全町のA1版の地図とし、防災マップの情報、洪水予報、避難情報の伝達方法、安全確保するための行動など、防災に関することを丁寧に説明したものを作成する（土砂災害ハザードマップ含む）

■ H26より、避難勧告等の判断・伝達マニュアルに基づき、避難範囲や避難の種類など住民と協議を実施し、避難範囲や一時避難所等を決定
	企画防災課

総務課


	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	② 住民が安全確保するための行動をとる際に参考となるように検討（浸水深、自宅建物の条件、流速などを勘案する
	■ 各地域の浸水実績、浸水想定（浸水深）、土砂災害警戒区域等を表記

■ 県の町内すべての県管理河川について浸水想定のデータを反映

	企画防災課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	50
	避難勧告等を迅速かつ確実に住民などに伝えるため、防災行政無線、さよう安全・安心ネット、屋外スピーカーの未設置地域や防災行政無線が聞こえにくい地域は広報車、マスコミ各社への様式を定めＦＡＸを送信するなど、多様な手段を用いて、伝達することが必要である。

また、他の情報についてもきめ細かく住民などに伝えられるよう、防災行政無線、さよう安全・安心ネット及び広報車を活用するほか、佐用チャンネルでも河川の増水時に河川監視カメラの映像をリアルタイムで放送する必要がある。
	■ 避難勧告等を多様な情報伝達機器で伝達

 防災行政無線、さよう安全安心ネット、エリアメール、マスコミ各社へのＦＡＸ送信などを活用し情報を伝達
	■ 活動マニュアル作成

■ 操作研修実施

■ 担当者不在時の対応として複数名配置

■ H24に高速FAXの設置し、情報伝達を開始
	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 佐用チャンネル

 河川の増水時に河川監視カメラの映像をリアルタイムで放送する
	■ 水防指令第2号発令時に自動切り替え対応

■ 担当者不在時の対応として複数名配置

■ H25.6.20より、データ放送とL字放送を開始

■ H25より、土砂災害警戒情報を追加
■ 操作研修実施


	総務課
	H22
	◎


	継続


	継続


	◎

データ放送

Ｌ字放送
	継続



	51
	災害時には、適切な情報を多様な伝達手段により迅速に伝達することが必要であることから、より多くの媒体を整備することが望ましい。特に、大雨時に防災行政無線やテレビ等では、十分に伝達の対応ができないので、屋外の者へ伝達できる媒体である携帯メールは、さよう安全・安心ネットに加え、町民以外の出張者・旅行者などにも、町から防災情報を伝達することができ、エリアメールなどの導入を検討することが望ましい。将来的には、数多くの伝達手段を通じて、効率的かつ確実に情報を伝達することができるよう、公共コモンズの実用化を視野に入れて検討する必要がある。
	■ 新たな伝達手段の構築

① 町民以外の出張者、旅行者や自動車移動者などにも、町から防災情報を伝達するため、エリアメールの導入の検討、公共コモンズの実用化を視野に入れた検討


	■ H23にドコモエリアメール導入

■ ソフトバンクモバイル、KDDI（au）の緊急速報メールをH24.1.30運用開始

■ H24.1.17公共コモンズ運用開始
	企画防災課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	52
	各種の情報機器を緊急時、確実に操作を行うためには、平時から担当者だけでなく多くの者が操作に習熟する必要がある。そのためには、マニュアルの整備や研修、訓練を行う必要がある。

また、緊急時に適切かつ迅速に情報提供を行うために発信する伝達文を定型化しておくことも必要である。
	■ 各種の情報機器を確実に操作する

・ 多くの者が操作に習熟する

・ マニュアルの整備

・ 研修や訓練を行う

・ 伝達文を定型化
	■ フェニックス防災システム操作研修会に参加（H22-2名、H23-2名、H24-4名、H25-4名H26-6名）

■ 活動マニュアル作成

① 伝達文を定型化

② 風水害編伝達文作成

③ 地震時は震度5弱以上でＪアラートにより、防災行政無線が自動起動し、震度情報を発信

■ H23より、降雨対策において、各種の情報機器を活用し情報を発信

① 新たな情報伝達として、エリアメール等や町ホームページによる情報伝達を実施

② H25.6.20より、データ放送とL字放送を開始
	企画防災課

総務課
	H22
	◎


	継続


	継続


	◎

データ放送

Ｌ字放送
	継続



	53
	住民は、テレビ・ラジオなどによる気象情報や、町や自治会が発信する防災情報などに日頃から注意する必要がある。町は、さよう安全・安心ネットの登録促進や、佐用チャンネルによる河川情報の発信とその住民への周知を行う必要がある。
	■ 住民は防災情報などに日頃から注意する

① さよう安全・安心ネットの登録促進
② 佐用チャンネルによる河川情報の発信と住民への周知
	■ わが家の防災マニュアル（全戸配布）による周知

■ 広報紙・ケーブルテレビ・佐用チャンネル・防災行政無線・町ホームページで周知


	企画防災課

総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	◎

データ放送

Ｌ字放送
	継続

	54


	災害時、戸別受信機が確実に活用されるように、町と自主防災組織が一体となり、電池交換の徹底や故障対策、未設置箇所の調査など、
整備・管理を徹底する必要がある。また、今回の災害では、9日の夜、家を離れて防災対策などを行っていた住民は戸別受信機を持ち出さなかったため、防災行政無線放送を受信できなかった者が多い。屋外でも防災行政無線を聴取できるよう、町民に戸別受信機が屋外に持ち出しが可能であることを周知する必要がある。
	■ 防災行政無線戸別受信機の取り扱い

① 戸別受信機の整備・管理電池交換の徹底や故障対策、未設置箇所の調査など
	■ わが家の防災マニュアル（全戸配布）による周知

■ 広報紙・ケーブルテレビ・佐用チャンネル・防災行政無線・町ホームページで周知

■ 電池交換の徹底や故障対策、未設置箇所の調査など整備・管理の徹底

■ 転入、転居時に窓口で申請し貸与


	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 戸別受信機の周知

① 屋外に持ち出しが可能
	■ ケーブルテレビ・わが家の防災マニュアル（全戸配布）による周知
	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	55
	今回の災害では、地区遠隔端末装置を用いることにより、多くの自治会でそれぞれの地域特性や河川水位・浸水等の状況に応じた防災情報を集落内で放送することができた。しかし、地区遠隔端末装置が整備されていない自治会があるため、早期に未設置箇所の解消を図ることが望ましい。
	■ 地区遠隔端末装置（集落内放送）の未設置箇所の解消


	■ 提言48と同様
	総務課
	H23
	
	○
	○
	◎
	継続

	56
	集落内放送を有効に活用することは、各地域の安全性を高めるために重要である。このため、より一層、災害時に防災行政無線を有効に活用できるよう、平時から集落内放送を利用し、地区遠隔端末装置の故障の有無確認や、操作に習熟することが必要である。

さらに、防災訓練の際にも集落内放送を行い、災害時の放送内容などを、集落の住民に、あらかじめ周知しておくことが必要である。
	■ 防災行政無線の活用

① 地区遠隔端末装置の故障の有無の確認
	 故障が判明した機器については、随時対応　

集落放送によって故障の有無を確認


	総務課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	② 地区遠隔装置の操作に習熟する
③ 防災訓練でも集落内放送を行う

各自治会で複数名の人が、地区遠隔装置の操作に習熟する必要がある

④ 災害の放送内容などを、住民に周知する。
	②③④

防災訓練時に防災行政無線コミュニティ放送機を活用

● 町は集落内放送の基本的な放送文例を作成、自治会でより具体的な放送文に変更

● 緊急時の情報伝達の考え方やルールを作成、各自治会に周知
	総務課
	H23
	
	○
	○
	◎
	継続

	57
	今回の災害では、実際に避難誘導を行ったのは消防団及び自主防災組織であった。局所的な大雨により急激に水位が上昇する場合、町職員のみで避難誘導を安全に行うことは極めて難しい。町地域防災計画を見直し、消防団及び自主防災組織と連携した避難誘導体制の構築に取り組む必要がある。
	■ 地域防災計画の見直し

① 消防団及び自主防災組織と連携した避難誘導体制の構築に取り組む
	■ H23風水害編改訂

■ H25.6風水害編、地震・大規模事故等編、資料編、国民保護計画改訂、業務継続計画作成

■ 避難訓練等実施

	企画防災課

	H22
	○


	◎

風水害
	継続


	◎

全編
	継続



	58
	住民の避難誘導にあたって、消防団と自主防災組織は大きな役割を果たしている。このため、消防団や自主防災組織において、住民の避難誘導や、役場との連絡などを行う体制の強化が望ましい。
	■ 消防団の体制強化
	■ 分団長会において、災害時に地域情報や活動状況等を定期的に各分団から副団長又は支団長に情報を入れるよう周知徹底

■ 避難誘導は、今までも行っているが、災害時要援護者支援なども行う
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 自主防災組織の体制強化
	■ 提言24と同様
	企画防災課

総務課

各支所
	H23
	
	△
	◎
	継続
	継続

	59
	今回の災害までは、水害を想定した地域の防災訓練は実施されていなかった。今後は、水害時に町などから受信した情報をもとに、住民が安全性の高い避難路や避難先（指定避難所、集会所や自宅の2階等）などを判断することができるよう、水害を想定した防災訓練を実施することが望ましい。その際、各集落においては、水害時に安全性が高い避難路などについて、住民にアドバイスできる水防専門家等の助言を受けながら、町、自主防災組織や消防団が連携し、避難訓練等を行うことが必要である。併せて、自主防災組織や消防団による避難誘導訓練、災害時要援護者に対する避難訓練なども行うことが必要である。なお、防災訓練は集落単位で行い、小学校単位で連携するなどの仕組みの強化が必要である。


	■ 水害を想定した防災訓練を実施する

● 住民が安全性の高い避難路や避難先などを判断する

● 水防専門家等の助言
● 自主防災組織や消防団が連携する

● 避難誘導訓練や災害時要援護者に対する避難訓練

●訓練は集落単位で行い、小学校単位で連携するなど仕組みの強化

■避難訓練などを行っていない自治会もあり、地域差が生じている
	■各災害を想定し、防災マップを作成する中で避難路や避難先を各集落で決定（25年度末、作成及び作成中約7割）

各自治会で訓練

　（H24：42団体、参加者約2,500名）

　（H25：55団体、参加者約3,800名）

　（H26：14団体、参加者約   700名）

小学校単位で訓練

　（H24：12小中学校、参加者約2,000名）

　（H25：12小中学校、参加者約1,900名）

地域づくり協議会単位で総合防災訓練を実施

●西はりま消防組合等、専門家の助言を受けている

●自治会、消防団などが連携

●避難誘導や災害時要援護者支援の訓練を実施H24は、緊急地震速報で、全自治会自由参加でシェイクアウト訓練及び避難訓練を実施

町は25.6.28シェイクアウト訓練、7.14総合防災訓練を実施、8月土砂災害に対する避難訓練、9.1シェイクアウト訓練を実施予定

25.11.9図上訓練（DIG）実施
■避難訓練を実施していない自治会へ、自主防災訓練、防災資機材の購入補助等の周知を行い促す。地域差については、H26より避難勧告等の判断・伝達マニュアルにより統一した基準により運用する。

今後は、視覚的に分かりやすいマップ作りを行い、避難勧告等の判断・伝達マニュアルに対応した自主防災組織の充実を図る。
	西はりま消防組合

各支所

企画防災課

	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	60
	水害時の状況は地域によって異なり、さらに、安全な避難場所も、個々の住宅の場所や建物の種類などによって異なる。したがって、地域の安全性をより高めるためには、住民一人ひとりが水害時に、地域の状況を踏まえ自分で判断し行動できるようになっていることが望ましい。そのためには、集落単位での防災訓練を行うなど、水害に強い地域づくりに向け、行政・地域・住民が協力して、町全体で取り組むことが重要である。
	■ 住民一人ひとりが自分で避難判断し行動できるようになる

① 集落単位での防災訓練

② 行政・地域・住民が協力して、町全体で取り組む
	■ 提言59と同様


	西はりま消防組合

各支所

企画防災課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	61

	町は、水害時の様々な状況毎に、住民が安全を確保するための方法を整理し、わかり易く住民に周知する必要がある。

例えば、土砂災害危険区域や河川に隣接して居住する住民の場合は、土石流発生時や破堤時などには住居が破壊される危険があるため、水害時には早期に家から離れて避難をする。
これに対して、内水はん濫の地域などで、すでに周辺道路が冠水している状況では、自宅や近隣の2階に避難することが安全な場合がある。

このように、町は、水害時の安全な行動を判断するための基礎となる考え方などを整理し、平時から住民に周知するとともに、避難勧告発令時等には、防災行政無線などを通じて適切な情報を伝える必要がある。
	■ 安全な行動を判断するための基礎となる考え方などを整理

① 水害時の安全な行動を判断するための基礎となる考え方などを整理
② 避難勧告発令時等には、防災行政無線などを通じて適切な情報を伝える
	■ 活動マニュアル作成

① H22.3「大雨災害における避難のあり方等」検討会報告書などを踏まえた避難の考え方等を作成

　・早期の水平避難を原則

　・切迫した状況においては垂直避難もありうる
② 避難勧告発令時等には、防災行政無線などを通じて適切な情報を伝達
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	③ 住民に周知


	■ わが家の防災マニュアル（全戸配布）による周知

■ 防災マップ作成による周知

■ ハザードマップ配布による周知

■ 広報やケーブルテレビ等による周知

■ 訓練や研修会で周知　など

	企画防災課

西はりま消防組合
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	62
	町は、災害後に被災した住民が避難生活を送る場所として、避難場所を指定している（指定避難所）。指定避難所については、災害の種類を問わず同じ場所を利用できることが望ましい。しかし、指定避難所のなかには、災害種別によっては、危険な領域に設置されている施設もあるため、各種災害のハザードマップ（浸水想定区域、土砂災害危険区域）などに基づき、災害ごとに、指定避難所の安全性を明示する必要がある。なお、ハザードマップ未整備地域については、過去の浸水実績などを含めて検討する必要がある。

なお水害の場合には、指定避難所が遠い地域では、浸水のおそれが迫っている場合などには指定避難所まで避難を行わず、近傍の集落集会所等を一時的な避難場所として、利用することが必要である。
	■ 指定避難所は、災害の種類を問わず同じ場所を利用する

H25.6災害対策基本法の改正により、今後、指定緊急避難場所の検討が必要となる

■ 指定避難所が遠く、地域の安全な場所がない地域の避難

■ 小学校統廃合時の指定避難所の扱い
	■災対法の改正により、指定緊急避難所の指定を行わなければならないが、以前から緊急避難場所として避難所を指定していたのですべての指定避難所を指定緊急避難所とした。地震の場合、各避難所のグラウンドを緊急避難場所とし、建物等の安全性が確認されたら、指定避難所として開設する。指定避難所の浸水対策及び土砂災害対策は、校舎及び体育館の2階以上を使用

■ 浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内に指定避難所の5割が該当しているが、地域に町の施設に変わる安全な場所がない場合、危険内容を施設ごとに示した上で、施設内で一番危険の少ない所を使用

近くに安全な場所がない自治会は、危険な状況と判断される場合や避難準備情報・避難勧告などによって早期に安全が確保できる場所に避難するよう周知
■ H26以降　小学校の統廃合により廃校となる避難所を維持する
	企画防災課

総務課

教育委員会

各支所
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 災害ごとに、指定避難所の安全性を明示する
	■ H23に各小中学校に安全性を明示した標識板を設置

■ 広報等で住民に周知
	企画防災課
	H22
	○
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ ハザードマップ未整備地域は、過去の浸水実績などを含めて検討する
	■ 各地域の浸水実績、浸水想定（浸水深）、土砂災害警戒区域等を表記

■ 県の町内すべての県管理河川について浸水想定のデータを反映（水位周知河川以外の追加）
	企画防災課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 集落集会所等を一時的な避難場所として利用する
	■ 地域防災計画において安全な避難の考え方、避難、避難誘導を記載

① 指定避難所、一時避難所の考え方を示した

② 自治会では、防災マップ作成時、一時避難所として近隣の家や集会所など、安全な場所を確保

（H25末、防災マップ作成及び作成中約7割）
■ 近くに安全な場所がない自治会は、危険な状況と判断される場合や避難準備情報・避難勧告などによって早期に安全が確保できる場所に避難するよう周知

■ 浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内に集会所の約7割が該当しているが、地域に安全な場所がない場合、早期に避難することを基本とし、緊急を要する場合、地域内で一番危険の少ない場所を使用
■ H25.6災害対策基本法の改正により、指定緊急避難場所等の検討が必要となるが、26年度から、避難勧告等の判断・伝達マニュアルによる避難範囲や避難の種類などを住民と協議していく中で、一時避難場所等を検討し指定する。
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	63
	住民は、水害時の避難場所や、避難の経路、避難の方法などについて、日頃から家庭や地域で話し合っておく必要がある。

避難場所としては、町が示した水害時の安全な避難の考え方などに基づき、各家庭や地域の状況を踏まえ、指定避難所への避難、あるいは、一時的な避難所（集会所）の利用などを検討する。特に平屋の住民などは、水害の危険時に、近傍で避難できる施設や家屋などを確保できるよう相談をしておくことが必要不可欠である。

■ 「命を守る」、「佐用町の防災力を上げる」ための効果的なことの一つに小中学生の防災教育があり、その方法の中に防災訓練がある。

■ 訓練は小中学校の9年間で、防災に関する知識及び災害時に的確な判断を習得できるようにする。（最終的に中学校では、ロールプレイング型の図上訓練等で避難などの的確な判断ができるレベルまで習得させる）

■ 県地域防災計画に、教育委員会及び学校における防災教育の取り組みが記載されているが、限られた時間で効率のよい取り組みが必要

■ 防災教育推進のリーダーの育成

■ 災害時の役割分担等について学校内の防災体制を整備

■ 学校防災対応マニュアルの見直し

■ 定期的な防災訓練、防災研修

■ PTA、関係機関、地域との連携

■ 副読本等を活用し、自らの命を守る能力を育む
	■ 避難場所、避難経路、避難方法などについて、家庭や地域で話し合っておく
	■ わが家の防災マニュアル（全戸配布）による周知

■ 防災マップ作成による意識付け

■ 訓練や研修会による意識付け

■ 小中学校の防災教育による啓発

■ 小中学校の訓練実績（訓練内容、回数等）

　 ・H22（引渡し訓練、災害時の避難訓練等）

　   実施回数　小学校25回・中学校9回　

　 ・H23以降　継続実施

■ 小中学校の研修会実績（研修内容、回数等）

　 ・H22（防災教育講演、消火器の取扱研修、心肺蘇生研修等）

　   実施回数　小学校10回・中学校7回　

　 ・H23以降　継続実施
	企画防災課

教育委員会
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 避難場所

① 町が水害時の安全な避難の考え方を示す
② 指定避難所や一時避難所の検討

③ 近傍で避難できる場所を確保できるよう相談しておく
	■ 提言62と同様

■ 活動マニュアル作成

■ わが家の防災マニュアル（全戸配布）による周知

■ ハザードマップ配付による周知
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	64
	町は、避難場所（指定避難所や集会所）に対する浸水対策やバリアフリー化のほか、避難経路となる道路に対しては、避難経路の安全性を高めるための施設整備を、地域の自主防災組織や消防団と相談しながら優先度の高いものから順次整備していくことが望ましい。例えば、夜間の視界を確保するための街路灯及び防犯灯の設置・増設、遠方からでも覚知できるよう蛍光色を用いた標識の整備、側溝への蓋の設置などの整備を進めることが望ましい。

	■ 避難場所（指定避難所・集会所）
の浸水対策、バリアフリー化

土砂災害対策

　 
■小学校の統廃合による避難所の維持

　 その他（非常用電源など）避難所の自立性を高めるための整備
	■ 指定避難所のバリアフリーは対応
・指定避難所の浸水・土砂災害対策は、校舎及び体育館の2階以上を使用。浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内に集会所の約7割が該当しているが、地域に安全な場所がない場合、早期に避難することを基本とし、緊急を要する場合、地域内で一番危険の少ない場所を使用

■体育館を社会教育施設として管理し、避難所機能を維持する。

　非常用発電機　エネポ指定避難所10か所に整備
	総務課
教育委員会

企画防災課

各支所
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 避難経路の安全性を高めるための施設整備

① 優先度の高いものから整備（街路灯及び防犯灯の設置・増設、蛍光色を用いた標識の整備　など）
	■ H24防犯灯設置

■ H24防犯灯をLEDに変更

■ 街路灯は各自治会で設置

■ 防災マップ作りの中で個々の避難経路を考えており、避難所への避難だけが避難経路ではないこと、家のある場所によって避難経路が違う等、標識の整備は困難なため行わない。ただし、住民の防災意識の高揚や9号災害を風化させないため、被害の大きかった久崎・上月・佐用・平福の5箇所に標識板を設置

　（H24末、防災マップ作成及び作成中約7割）

■ 避難所等28ヶ所にソーラー型照明設備を設置

■ 県に国・県道への標識板の設置を依頼（継続）
	企画防災課

建設課（連絡会）
	H23
	
	◎


	◎

LEDに変更
	継続


	継続



	
	
	■避難経路の安全性を高めるための施設整備

・優先度の高いものから整備

（側溝への蓋の設置　など）
	■ 地域と協議し、施設整備が必要な箇所について集約
① 建設課は、町道について各自治会長からの要望書により危険度の高い箇所よりガードパイプ等設置

② 農林振興課は、農道・林道について対応

■ 安全な避難経路がない地域に関しては、計画を立て優先度の高いものから整備

① 施設整備の内容は、ガードレール・ガードパイプ、側溝の蓋など（要望書により順次施工）

実績

■ 建設課

　 H22実績　ガードレール125.0ｍ

　　　　　　　　転落防止柵6.0ｍ

　 H23実績　ガードレール101.5ｍ

　 H24実績　ガードレール・パイプ318.0ｍ

　　　　　　　　転落防止柵312.0ｍ

　 H25実績　ガードレール221.1ｍ

　　　　　　　　転落防止柵9.2ｍ

　 H26 予定　ガードレール200ｍ

　　　　　　　　転落防止柵600ｍ

■ 農林振興課

　 H22実績　農道舗装4件

　 H23実績　農道舗装3件、林道舗装4件

　 H24実績　農道舗装1件
	建設課

農林振興課


	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	65
	浸水後に屋外避難することは極めて危険なため、避難経路が機能している段階での避難行動を行うことが必要である。そのため、町は避難準備情報等を遅れることなく発信することや、地域では早期に災害時要援護者の避難支援活動等を始めることなどが望ましい。

■ 災害時要援護者の避難支援活動

　 ・周知されていない

　 ・支援者になることにより責任を感じ進んでいない

　 ・災害時に支援できない人が支援者になっている

（町職員、消防団員　など）

■ H25.6災害対策基本法の一部改正により、町に災害時要援護者台帳の作成が義務づけられた。
	■ 避難経路が機能している段階での避難行動を行う

① 避難準備情報等を遅れることなく発信


	■ 地域防災計画、活動マニュアル作成

■ 水位周知河川

① 水位、今後の降雨量、地域の状況等総合的に判断

② 水位等による避難準備情報、避難勧告、避難指示の規定の明確化

■ 水位周知河川以外は、地域の情報等により判断
■ 兵庫県土砂災害危険度の警戒基準線を確認

 　土砂災害は、土砂災害警戒情報やCL曲線の予測等で避難勧告等の発令を判断
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	② 早期に災害時要援護者の避難支援活動等を始める


	■ 活動マニュアル及び支援プラン作成

　 ・対象者の範囲決定、掲載項目決定　など

■H23より、要援護者台帳等の整備に伴い、支援プランを作成し地域支援者等を決定（ただし、台帳及び支援プランの未作成有）

■ 可能な限り災害時要援護者台帳への登録の同意を得る

■H25.6災害対策基本法の一部改正により、避難行動支援者名簿の作成と避難支援体制等を見直し

■ 災害時に支援者だけで避難させることは困難なため、支援者の考え方を検討（例えば、隣保を基本とし、隣保で困難な場合、自治会及び消防団などで対応など）

	健康福祉課

社会福祉協議会


	H23
	
	○
	◎
	継続
	継続

	66
	　民生委員、児童委員が作成している現行の災害時要援護者マップを、災害時要援護者の住居の位置などに加え、避難場所や地域の危険箇所、浸水実績ラインなども記載した「支え合いマップ」に作り直すことが必要である。

　マップの作成範囲は、現行の民生児童委員の担当範囲よりも小域となる自治会単位を基本とする必要がある。作成にあたっては、民生児童委員だけでなく、自治会が中心となって地域の関係組織と協力して進めることが望ましい。

　なお、単独の自治会で「支え合いマップ」の作成が困難な場合は、より広域な地域づくり協議会で検討して作成する必要がある。
　災害時要援護者やその支援者についても地域で共通認識を持つことが重要である。

■ 支援者の考え方を検討（個人情報）

	■ 支え合いマップの作成

① 災害時要援護者の住居の位置、避難場所、地域の危険箇所や浸水実績ラインなども記載
	■ H22.4に支え合いマップ作成マニュアル作成

■ 各地域で防災マップ作りを実施中

　（H25末、防災マップ作成及び作成中約7割）

■ 防災マップの中に要援護者などを書き込み、支え合いマップも同時に作成、取り組みができていない自治会には自治会長会や地域づくり協議会に依頼

■ 支え合いマップは、自治会により取り組み状況に差があるため、H25より、作成状況等を調査し、作成ができていない自治会には、自治会長や地域づくり協議会に依頼

■ H26より、避難勧告等の判断・伝達マニュアルに基づき、避難範囲や避難の種類など住民と協議を実施し、避難範囲や一時避難所等を決定する時にも依頼

■ 健康福祉課、社会福祉協議会、企画防災課、自治会及び民生委員児童委員等が一体となり、支え合いマップを作成

■ 小地域において三者連絡会（民生委員、民生協力委員、福祉委員）を開催、支え合いマップの疑似体験を実施し、地域のつながりについて考える機会をもっている

■H25.6災害対策基本法の一部改正により、避難行動支援者名簿の作成と避難支援体制等を見直し
	健康福祉課

社会福祉協議会

企画防災課

西はりま消防組合
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 支え合いマップの作成範囲

① 自治会単位を基本とする

② 地域の関係組織と協力して進める　など
	■ ひょうご地域防災サポート隊を活用し、地域づくり協議会単位でマップづくり研修会の開催を行い、各自治会で防災マップを作成中

　（H25末、防災マップ作成及び作成中約7割）
	健康福祉課

企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	67
	　民生委員、児童委員が作成している現行の災害時要援護者台帳について、対象者の範囲を明確にする必要がある。その際、現状では対象外としている健常者と同居している高齢者等についても、対象とすることを検討することが望ましい。
　掲載項目としては、平時の健康状態等を見守ることのできる支援者が近隣住民にいる場合には、合わせて記載することも望まれる。災害時には、これら支援者や、地域全体で災害時要援護者の避難支援を行う体制を構築する必要がある。

　作成した災害時要援護者台帳の情報（住所、身体の状態、情報伝達体制、災害時の支援内容、避難支援者の有無、緊急時の連絡先など）は、関係機関で共有化
を図ることが望ましい。災害復旧期の支援活動を円滑に行うため、災害時要援護者及び家族の同意のもと、社会福祉協議会や介護保険事業者などと、あらかじめ共有化のルールについて検討しておく必要がある。

　また、地域において、情報把握が困難な転入者等については、町が災害時要援護者台帳の作成の支援を行うことが望ましい。


	■ 対象者の範囲の明確化

① 健常者と同居している高齢者等についても、対象とすることを検討する
	■ 活動マニュアル及び支援プラン作成

① 対象者の範囲決定H25対象者の再検討

H25.6　災害対策法の改定により見直し
	健康福祉課


	H22
	◎
	－
	－
	－
	－

	
	
	■ 掲載項目

① 支援者、住所、身体の状態、情報伝達体制、災害時の支援内容、避難支援者の有無、緊急時の連絡先など
	■ 活動マニュアル及び支援プラン作成

① 掲載項目決定

H25.6　災害対策法の改定により見直し
	健康福祉課


	H23
	
	◎
	－
	－
	－

	
	
	■ 地域で災害時要援護者の避難支援を行う体制の構築
	■ 提言65と同様
	健康福祉課


	H23
	
	○
	◎
	継続
	継続

	
	
	■ 転入者等は、町が台帳作成の支援を行う


	■ 転入時等窓口で次のとおり対応

 支援プランの紹介とパンフレットの配付

H25.6　災害対策法の改定により見直し
	健康福祉課

各支所

住民課
	H23
	
	○
	○
	○
	○

	
	
	■ 関係機関で情報の共有化

① 災害時要援護者及び家族の同意のもと、町社会福祉協議会や介護保険事業者などと、あらかじめ共有化のルールについて検討する

災害時要援護者台帳への登録に同意を得られない人の情報共有の仕組みを構築

	■ 活動マニュアル及び支援プラン作成

■ H23より要援護者台帳等の整備に伴い、支援プランを作成し地域支援者等を決定している。ただし、台帳の未作成がある。

H25.6　災害対策法の改定により見直し

■避難行動要支援者名簿を作成

■ H25　共有化の仕組みを決定

■ H26　関係機関で情報を共有
	健康福祉課


	H23
	
	○
	○
	○
	○

	68
	　各地域においては、災害時要援護者に対して隣保で避難させるなど、地域全体で支援することを認識する必要がある。自主防災組織が中心となり、消防団、民生児童委員や福祉委員と連携した災害時要援護者支援体制を確立する必要がある。具体的には、各地域で「支え合いマップ」の作成を進めるとともに、災害時要援護者の避難支援を含む避難訓練等を実施する。

　また、町は、こうした地域の活動を支援する必要がある。福祉部署や防災部署が協力して、地域における「支え合いマップ」の作成、避難訓練等の企画立案、民生児童委員協議会や自治会などの連携推進などを支援する。さらに、町は、兵庫県の「災害時要援護者支援指針」「災害時要援護者支援市町モデルマニュアル」
等を参考に、より詳細な「災害要援護者避難支援マニュアル（全体計画）」の検討・策定を行う必要がある。

　なお、一人暮らしの高齢者が緊急に援助を必要とする場合に、緊急通報装置を利用し、消防署に通報し速やかに援助する｢緊急通報システム｣を運用している。災害時においても、同システムを活用した支援方法を検討することが望ましい。
	■災害時要援護者支援体制の確立

① 隣保で避難させるなど、地域全体で支援することを認識する

② 自主防災組織が中心となり消防団、民生児童委員や福祉委員などと連携
	■ 提言65と同様
	健康福祉課

全職員
	H23
	
	○
	◎
	継続
	継続

	
	
	■ 地域の活動を支援

① 支えマップの作成

② 避難訓練等の企画立案
③ 民生委員、児童委員協議会や自治会などの連携推進　など
	■ 提言66と同様

■ 訓練は、西はりま消防組合が協力し実施

■ 連携推進は、自治会長や民生児童委員などと実施
	健康福祉課

社会福祉協議会

企画防災課

西はりま消防組合
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 避難訓練等の実施

① 災害時要援護者の避難支援を含む
	■ 提言59と同様


	西はりま消防組合

各支所

企画防災課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 災害時要援護者避難支援マニュアルの策定
	■ 災害時要援護者支援マニュアル作成

H25.6　災害対策法の改定により見直し
	健康福祉課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 災害時に緊急通報システムを活用した支援方法の検討
	■ 平時から活用


	健康福祉課

西はりま消防組合
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	69
	　災害時要援護者の避難には時間を要するため、地域における災害時要援護者の避難支援が適切に行えるよう、町は防災行政無線で避難準備情報を迅速・的確に伝達する必要がある。

　また、町は防災行政無線の受信が困難と想定される、障がい者や外国人に対する情報伝達手段を確保する必要がある。

　・聴覚障がい者には、ＦＡＸや携帯電話のメール等

　・外国人には、町への転入時に、外国語によるひょうご防災ネットの加入案内やパンフレットの配布による注意喚起


	■ 避難準備情報は迅速・的確に伝達する
	■ 地域防災計画、活動マニュアル作成

■ 詳細は提言65
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 障がい者や外国人に対する情報伝達手段を確保する

就労のため在住している外国人への対応を企業と連携
	■ 様式作成

■ 聴覚障害者へのFAX送信は、H23.9.3降雨時より実施

■ 企業等との連携を検討

■ 聴覚障害者等への情報伝達手段として、防災行政無線デジタル整備事業に伴い、戸別受信機に文字表示機をH25に併設設置

■ ひょうごE（エマージェンシー）ネットの登録やパンフレットの配布

■ H25より、佐用町在住の外国人に対し、日本語教室を開設し、防災に関する情報提供を実施
	健康福祉課

総務課

住民課

企画防災課

生涯学習課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	70
	　高齢者福祉施設や障がい者福祉施設等、災害時要援護者が入所している施設については、町は各施設と協議の上、避難準備情報や避難勧告等の情報の伝達方法を定め、施設との連携を図る必要がある。

　各施設においては、火災以外の水害等に対する避難訓練も実施し、町はそうした施設の取り組みを支援することが望まれる。さらに、各施設においては、地域と一緒に防災訓練等を実施・参加し、災害時における避難支援体制を確立するこ
とが望ましい。また、防災訓練に限らず、平時より様々な機会を通じて、周囲の地域住民との交流を深めておくことが、災害時の安全性を高めることにつながると期待される。


	■ 町は災害時要援護者が入所している施設と避難準備情報等の伝達方法を定め、施設との連携を図る
	■ 社会福祉施設との連絡調整活動マニュアル作成

 町は避難準備情報等を防災行政無線、電話、FAX等で伝達

■ 緊急時に町からの情報伝達を短時間で行うため、施設は連絡網等を整備（全施設と調整）
■ H25より、町と施設の情報伝達訓練を実施

■ H26、関係機関で情報を共有
	健康福祉課


	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 町は施設の取組を支援

避難訓練、防災訓練
	■ 各施設の訓練は、西はりま消防組合が協力し実施
	西はりま消防組合
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 施設は災害時における避難支援体制を確立

 各施設は地域と一緒に防災訓練等を実施、参加
	■ 活動マニュアル及び支援プラン作成

① H23、健康福祉課より対象者に対して、要援護者台帳の作成、情報の共有化の依頼文を送付

② 支援者等の決定　など

■ 各施設の訓練は、西はりま消防組合が協力し実施
	健康福祉課

西はりま消防組合
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■各施設は、平時から地域住民との交流を深めておく
	■ 施設は地域との交流会を実施

■ 施設は入所者の避難支援を各自治会に依頼する


	健康福祉課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 町は災害時要援護者が入所している施設と避難準備情報等の伝達方法を定め、施設との連携を図る
	■ 社会福祉施設との連絡調整活動マニュアル作成

① 町は避難準備情報等を防災行政無線、電話、FAX等で伝達

■ 緊急時に町からの情報伝達を短時間で行うため、施設は連絡網等を整備（全施設と調整）

■ H25より、町と施設の情報伝達訓練の実施


	健康福祉課


	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 町は施設の取組を支援

避難訓練、防災訓練
	■ 各施設の訓練は、西はりま消防組合が協力し実施
	西はりま消防組合
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 施設は災害時における避難支援体制を確立

各施設は地域と一緒に防災訓練等を実施、参加
	■ 活動マニュアル及び支援プラン作成

① H23、健康福祉課より対象者に対して、要援護者台帳の作成、情報の共有化の依頼文を送付

② 支援者等の決定　など

■ 各施設の訓練は、西はりま消防組合が協力し実施

	健康福祉課

西はりま消防組合
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	71
	　今回の災害後の避難生活のなかで、高齢者・障がい者・妊産婦・乳幼児及び病弱者などは、通常の指定避難所では生活に支障が生じた。町では、指定していた福祉避難所以外のより設備の充実した福祉施設に高齢者・障がい者及び病弱者などの受け入れを依頼し、全員を受け入れることができた。

　佐用町では、介護保険施設や養護老人ホームなどの施設が充実していることから、これら各施設と事前に協定を結び、迅速に施設で受け入れることが望ましい。協定締結にあたっては、受け入れ可能な人数や日数などの事項が必要である。
	■ 福祉避難所

① 各施設と協定を締結し迅速に施設で受け入れる

（可能人数や日数などの事項が必要）


	■ 12施設と協定を締結

■ 福祉避難所の施設整備
	健康福祉課


	H23
	
	○
	◎
	継続
	継続

	72
	　今回の災害では、町では高速道路の通行止め状況などについて、十分に連絡を受けていなかった。また、高速道路管理者は、管内の各市町村の避難勧告等の発令状況を把握することが困難であった。

　町、県、警察及びＮＥＸＣＯ西日本などの関係機関は、災害時における各管理道路の被害状況や通行止めの措置状況など、交通に関する情報や町が発令する避難勧告等の情報を相互に伝達し、迅速で正確な情報共有が必要である。そのためには、平時から関係機関で協議等を行い、災害時の情報連絡体制の確立に努める必要がある。
	■ 町、県、警察及びＮＥＸＣＯ西日本などの関係機関は、災害時の情報連絡体制の確立に努める

① 各管理道路の被害状況

② 通行止めの状況

③ 避難勧告等の情報　など
	■ H23.1.31企画防災課及び関係機関で連絡会設置

■ H23.6.2自動車連絡会の情報伝達訓練を実施

 訓練後、事務局を企画防災課から建設課に移行

■ H24.3.8Nexco西日本との応援協定締結

■ H24.7.3連絡会開催

■ H25.8.27連絡会開催

■ H25.10.22情報伝達訓練実施

■ 定期的に担当者会議を開催し、顔の見える関係を構築する（訓練等、積極的な活動が必要）

■ 今後の連絡会及び訓練のあり方を検討
	企画防災課

建設課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	73
	　今回の災害では、高速道路通行止めによって町内へ流入したと思われる車両に被害が生じた。

　ＮＥＸＣＯ西日本は各道路管理者と連携し、高速道路通行止め実施の際、高速道路本線やＩＣ出口の電光掲示板で一般道路の浸水状況や浸水危険地域での出口では降りられないことを明示し、危険地域の一般道への流入規制を行う、また、状況によっては高速道路のパーキングに一時的に避難させるなど、自動車移動者を危険地域へ流入させない対応をとることが望ましい。

そのためには、平時から関係機関で協議等を行い、災害時の協力体制の確立に努める必要がある。
	■ ＮＥＸＣＯ西日本は危険地域の一般道への流入規制を行う

① 電光掲示板での明示

② パーキングへの一時的避難

③ 平時から関係機関で協議を行い、協力体制を確立する
	■ H23.1.31企画防災課及び関係機関で連絡会設置

■ H23.6.2自動車連絡会の情報伝達訓練を実施

■ 訓練後、事務局を企画防災課から建設課に移行

■ H24.3.8Nexco西日本との応援協定締結

■ 町、県、警察、消防署、Nexco西日本、鳥取河川国道事務所等で災害対応策を検討、実施

■ 町、県、警察、消防署、Nexco西日本、鳥取河川国道事務所による情報連携
■ 隣接市町との情報連携（宍粟市、美作市）
■ ICで道路通行止め、避難勧告等の情報を手渡しにより伝える

■ 高速道路電光掲示板による情報提供

■ 道の駅での情報提供

■ 町内が危険な場合、IC内の一時避難所に誘導
	企画防災課

建設課

	H22
	◎

	継続

	継続

	継続

	継続


	74
	　国道、県道などの通行止めをする際には、道路管理者は地域の被害状況を踏まえ、流入車両を抑制する必要がある。しかし、町域が広く道路延長も長いため、今回の災害では全ての地域で迅速・的確に通行止めなどの処置をとることができなかった。そうしたなか、いくつかの地域では、地域住民が危険地域への車両の流入を抑制し、車両移動者の被害を未然に防いだ。

　今後は、各道路管理者や町、消防団などが連携し、より円滑に通行止め処置が行えるよう対応することが望ましい。例えば、町は、道路管理者等から入手した道路の通行止めの状況や予定などの情報を、関連する地域の消防団に伝達し、消防団による活動を支援することが望まれる。

	■ 危険地域への車両の抑制。

交通管理者（警察）、道路管理者（県・町）、消防団などが連携し、通行止め処置が行えるよう対応する
■ 　現在のパトロールによる情報収集や通行止め処置では、迅速な情報収集、応急対応が不可能

町内土木組合に通行止め看板の設置を要請する基準の明確化

パトロール区域の県、西はりま消防組合等との調整

消防団への協力依頼及び説明　消防団等、関係機関との情報伝達訓練

■ 情報収集の仕組みの検討

職員数の減少により、現在の人員を確保できない。通行止めの雨量基準等の検討
	■ 連絡会等で協議し、交通管理者（警察）、道路管理者（県・町）、消防団などが連携し、通行止め処置が行えるよう対応（消防団との調整必要）

■ 各対策部との情報共有を行い、消防団活動を支援する

■ 町内パトロール及び道路管理者等からの連絡を受け、通行止めの処置を行うため次の対応を行う

① H24.1.25に締結した町内土木組合との協定書の連絡網を定期的に点検・更新。
② 看板等資材の調達、保管は、町で対応、不足する場合は「応急対策活動に関する協定」により町内土木組合に設置を要請

③ 看板等の設置は、原則、町及び消防団の対応とし、緊急対応を要す場合は「応急対策活動に関する協定」により町内土木組合に対策を要請
■ 初動期のパトロールによる情報収集では、迅速な情報収集が不可能なため、H25より、消防団等と連携した情報収集など、別の方法を検討。パトロールによる通行止では、人員の配置や状況の把握など、迅速な対応ができないため、雨量基準等の別の方法を検討
	建設課

企画防災課

各支所

消防団本部
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	75
	今回の災害では、町が有していた情報伝達手段（防災行政無線、さよう安全安心ネット、ケーブルテレビ）で、自動車移動者に対しては情報を伝達することは物理的に不可能であった。

　今後は、自動車移動者や、町内への旅行・出張者等へ情報伝達を行うための新たな手段（例えば、エリアメールシステム等）の導入を検討する必要がある。
	■ 新たな伝達手段の構築

① 町民以外の出張者、旅行者や自動車移動者などにも、町から防災情報を伝達する

	■ H23.3.28にドコモエリアメール導入済

■ ソフトバンクモバイル、KDDI（au）の緊急速報メールをH24.1.30運用開始（操作は共通）

■ H24.1.17公共コモンズ運用開始

■ 職員を増員し、統括部2名が兼務で対応
	総務課

企画防災課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	76
	　今回の水害では、ハザードマップの浸水想定区域において、自動車移動者に被害が発生した。町はハザードマップの広報を図り、水害時に危険となることが想定される道路箇所について、周知することが必要である。また、国や自治体は、一般的に自動車は20cm程度の浸水深で機関が停止してしまうことや、さらに浸水すると水圧でドアを開けることができなくなることなど、水害時における車での移動の危険性を周知することも必要である。そして、住民は豪雨時の運転の危険性を十分に理解し、不要不急な自動車での移動は控える必要がある。
	■ ハザードマップの広報

① 危険な道路箇所の周知
■ 水害時における車での移動の危険性を周知
	■ わが家の防災マニュアル（全戸配布）による周知

■ 防災マップ作成による周知

■ ハザードマップ配布による周知

■ 広報やケーブルテレビ等による周知

■ 訓練や研修会による周知　など

■ 国・県道への標識板の設置は県に依頼
	企画防災課

総務課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 住民は不要不急な自動車での移動は控える
	■ わが家の防災マニュアル（全戸配布）による周知

■ その他の機会でも啓発
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	77
	　避難勧告等の発令時点までに、住民の安全な避難場所が確保されている必要がある。町では、早期に避難所派遣要員などを派遣し、指定避難所の準備・開設を行う必要がある。ただし、突発的な災害発生時に備え、地域の代表（自治会長など）も指定避難所の鍵を保管しておくことが望ましい。


	■ 指定避難所の準備、開設

早期に避難所に職員を派遣

■指定避難所の鍵を保管について、各小中学校との調整
	■ 地域防災計画において安全な避難の考え方、避難、避難誘導を記載

① 指定避難所、一時避難所の考え方を明示

② 自治会では、防災マップ作成時、一時避難所として近隣の家や集会所など、安全な場所を確保

　（H24末、防災マップ作成及び作成中約7割）

■ 避難準備情報の発表に伴い避難所開設

■ 鍵の保管について、各小中学校と教育委員会調整を行った。
	教育委員会

企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 突発的な災害発生時に備え、地域の代表者も指定避難所の鍵を保管しておく
	■ 本庁、支所に保管

■ 水害時は、避難準備情報の発表と共に避難所の開設を行うため、地域の代表者が鍵を保管しておく必要はないが、地震など突発的な災害に備えて、地域の代表者や指定避難所近くの職員が鍵を保管することを検討

	教育委員会
	H23
	
	○
	◎
	継続
	継続

	78
	　小中学校の体育館及び保育園は､多くの被災者を受け入れ､災害時における緊急の指定避難所として重要な役割を果たした｡今後は、児童生徒や避難住民の安全確保を図る上から､浸水対策などの防災機能の強化やバリアフリー化などに努めることが大切である｡また、ライフライン途絶時の自立性を高めるために、非常用通信機器、非常用電源、照明機器などの設置、井戸の活用検討などが、必要である。

　さらに、被災者の支援活動の拠点となる指定避難所には、救命救急や救援物資搬出入のためのスペースや食料を備蓄できる場所等を確保する必要がある。

	■ 児童生徒や避難住民の安全確保を図る

① 浸水対策、バリアフリー化など
	■ 指定避難所のバリアフリーは対応済

■ 指定避難所の耐震化は対応済

■ 指定避難所の浸水・土砂災害対策は、校舎及び体育館の2階以上を使用

■ 浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内に集会所の約7割が該当しているが、地域に安全な場所がない場合、早期に避難することを基本とし、緊急を要する場合、地域内で一番危険の少ない場所を使用
	総務課

教育委員会

企画防災課

各支所
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 避難所のライフライン途絶時の自立性を高めるための整備が必要である
① 避難所の非常用通信機器、非常用電源、照明機器、井戸の活用検討　など
	　機器等の設置場所は体育館を基本とし、土砂災害警戒区域及び浸水想定区域は校舎及び体育館の2階以上とする
■ H23.3避難所等にソーラー型照明設備を設置
■ H24、テレビ回線・テレビ・発電機を体育館及び校舎に設置

■ H25、備蓄計画を作成

■ H25、投光器を整備、NTT西日本による避難所特設電話の設置H26設置完了、避難所特設電話の設置に併せ電話機を整備済

■ パソコンを各避難所に設置

■ 井戸は、飲料水として不適な場合が多く、検査が必要であり緊急時に使用ができないことから整備しない。
■ H26以降、インターネット回線、電話回線及び非常用通信機器を整備
	教育委員会

総務課

各支所

企画防災課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 救命救急や救援物資搬出入のためのスペースや食料を備蓄できる場所等を確保

■小学校の統廃合による避難所の維持
	■ 災害時に避難スペース以外に救命救急や救援物資班出入のためのスペース等を確保

■ 避難所運営マニュアル作成

■体育館を社会体育施設として管理し、避難所機能を維持する。
	教育委員会


	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	79
	　町は、避難所運営マニュアルを作成していたが、個々の職員が、何をするのか役割分担や実施内容が明確に定められていなかった。今後は、実際の場面に即した運営マニュアルに見直すとともに、避難所運営者の研修と訓練を行う必要がある。
	■ 避難所運営マニュアルを見直す
	■ 避難所運営マニュアル作成

■ 毎年、見直し
	教育委員会
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 避難所運営者の研修
	■ 避難所派遣職員研修
	教育委員会
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 避難所運営者の訓練
	■ H23、H24降雨対策時に実践
	教育委員会
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	80
	　指定避難所を長期にわたって運営できるよう、職員数を適正に配置するとともに、職員の健康に配慮したローテーションを組むなど、配備計画を作成する必要がある。

　また、長期間の指定避難所の運営は、町職員だけでは限界があることから、避難住民からリーダーを定め、必要に応じて班を編成するなど組織化し、避難所を自主的に運営できるよう、町の避難所派遣職員、自主防災組織、施設管理者やその他関係機関等が協力し、早期に体制を確立する必要がある。

	■ 避難所を長期にわたって運営できるように配備計画を作成する。
① 職員数を適正に配置

② 職員の健康に配慮したローテーションなど
	■ スタッフ管理マニュアル作成

■ 避難所運営マニュアル作成

■ 毎年、見直し
	教育委員会
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 避難所を自主的に運営できるよう体制を確立する

① 避難住民からリーダーを定め、必要に応じて班を編成するなど組織化する
② 町の避難所派遣職員、自主防災組織、施設管理者やその他関係機関等が協力する
	■ 避難所運営マニュアル作成

■ H26より、職員、小中学校職員、地域代表者などによる避難所運営訓練を実施
	教育委員会
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	81
	　指定避難所に防災行政無線の戸別受信機や掲示板などを備える必要がある。また、指定避難所や避難者などへの連絡体制は、災害対策本部からの連絡は、避難所派遣職員から、リーダーや班を通じて避難者に迅速・的確にできるよう連絡体制を見直し、避難所の長期間の運営に対応できるように構築する必要がある。
	■ 避難所への情報伝達

① 指定避難所に、防災行政無線の戸別受信機や掲示板などを備える
	■ 防災行政無線設置済
■ 既存のパネルを持ち込む

   H26各指定避難所に掲示板（三連スクリーン）１セットを備える。
	総務課

教育委員会
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 連絡体制を見直し、避難所の長期間の運営に対応できるように構築する
	■ 各小中学校に防災行政無線を設置

■ リーダーや班を通じた連絡体制（訓練が必要）

① 災害対策本部→避難所派遣職員→リーダーや班→避難者
	教育委員会
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	82
	　避難所として指定している施設の多くは教育施設である学校の体育館であり、日常の生活を送るための機能が備わっていない。そのため、教育施設（体育館等）が避難所として開設された場合、避難者の寒暖に対する体調管理などに配慮する必要がある。

　避難者の体調を維持するため、被災者の支援活動の拠点となる避難所には、県健康福祉事務所や佐用郡医師会等関係機関などと連携を図り、救護所を開設し、医療や衛生対策などの専門職を派遣するとともに、他市町からの応援を受け、全ての避難所を保健師や栄養士等が適宜巡回することが望ましい。
	■ 避難者の寒暖に対する体調管理など
	■ 毛布備蓄

■ H24レスキューシート、エアマット等備蓄

① 大規模な災害時には、現在の備蓄では不足するため、県や他市町に要請

 体育館の寒暖対策は困難なため、長期間の避難所生活を解消し、公共施設等への一時避難や仮設住宅などで対応
	企画防災課

教育委員会

商工観光課


	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 避難者の体調を維持

① 救護所の開設

② 避難所の巡回
	■ 活動マニュアル作成

① 町、県、住民等が一体となった救護所の設置等

② 県や医師会との連携を行うため連絡網作成
	健康福祉課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	83
	　災害ボランティアが円滑かつ効果的に、安心して活動できるようにするために、平時から「防災ネットワーク会議（仮称）」などを開催し、行政、町社協及び関係機関・団体との連携を密にする必要がある。

　なお、災害時には災害対策本部との情報の共有、連携を図るため、災害対策本部会議に、災害ＶＣを運営する町社協代表などの出席を求めることが望ましい。
	■ 平時から「防災ネットワーク会議」などの開催し行政、町社協及び関係機関団体との連携を密にする
	■ 町が主催する防災・減災への会議に町社協として参画

■ H23よりボラ連、日赤、災害ボラ等関係機関で会議

■ H25防災ネットワーク会議を開催
	社会福祉協議会

健康福祉課

企画防災課
	H23
	
	◎
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 災害対策本部会議に、災害ＶＣを運営する町社協代表などの出席を求める
	■ 町は、災害対策本部会議に災害VCを設置する必要がある場合など、必要に応じて、社会福祉協議会局長の出席を求める
	企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続


	
	　地域住民が、町外からのボランティアを無条件に受け入れるとは限らない。地域外のボランティアの力をうまく引き出した活動をするためには、地域を良く知ったキーパーソンの関与が不可欠である。町と町社協は、災害ボランティア活動や受入に係る意識啓発を図り、理解を深めるため地域住民や職員の研修を実施する必要がある。
　平時から災害ボランティアをコーディネートし地域の受入環境を構築できる人材を発掘し、育成するための訓練を実施することが望ましい。

	■ 災害ボランティア活動や受入に係る意識啓発

① キーパーソンの関与
	■ H22.8、H23.8ボランティア感謝のつどい実施

■ H22.9社協だよりで啓発、以後継続

■ H22.12地域福祉研修会実施、以後継続

■ 自治会サロン開催時出張災害ボランティア啓発講座を随時開催

■ H24阿蘇市、H25萩市へH26．丹波市へ災害ボランティアバスを運行

	社会福祉協議会

健康福祉課

企画防災課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 地域住民や職員の研修を実施する
	■ H22.8社協職員研修実施、以後継続

■ 職員ワーキングを継続実施しており、災害対応マニュアル見直し

■ 社協全職員に配付

■ H22.12地域福祉研修会実施、以後継続
	社会福祉協議会
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 災害ボランティアコーディネートを発掘、育成するための訓練の実施
	■ H22.9災害ボランティア登録制度創設

現在、個人48名　団体6団体66名　

■ パンフレット全戸配布

■ H25より、訓練を計画


	社会福祉協議会

健康福祉課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	85
	　ボランティアを受入れ、活動先に送り出す前線本部となる災害ＶＣ本部（または支部）は、被災エリア（活動現場）にアクセスしやすい場所に設置するとともに、ボランティア活動に必要な情報の収集・資機材の調達をはじめ、適切なニーズ把握に基づくボランティア募集情報の発信などを迅速かつ適切に行えるように、災害対策本部と緊密な連携がとれる物理的・組織的環境を整えることが必要である。
	■ 災害ＶＣ本部は、被災エリアにアクセスしやすくかつ安全な場所の確保
	■ 災害VCマニュアルを見直し、災害VCの候補地をリストアップ

■ 災害VC本部の設置場所は、町災害対策本部において、避難所・支援物資受入拠点などの調整を行い決定
	社会福祉協議会

健康福祉課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 災害対策本部と緊密な連携がとれる環境を整備

① ボランティア活動に必要な情報の収集・資機材の調達
② ニーズ把握に基づくボランティア募集情報の発信
	■ 災害対策本部に災害VC代表者が出席

■ 医療健康対策部医療健康情報班と連携

■ 災害VC内に行政職員（生活対策部）が常駐し町災害対策本部と連携
■ ボランティアの募集は、県社協、町及び社協ホームページや、報道機関等に依頼

■ 資機材が不足する場合には、県社協・町・県・募集等により対応
	社会福祉協議会

健康福祉課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	86
	　災害ボランティア活動の安全衛生環境確保のため、保健・医療・福祉の専門職（兵庫県の場合、県災害救援専門ボランティア等の制度もある）が、災害ＶＣと連携して、安全・衛生指導、助言、相談などの専門的な支援活動をすることが望ましい。
	■ 災害ボランティア活動の安全衛生環境の確保

① 保健・医療・福祉関係者などが、災害ＶＣと連携して専門的な支援活動をする
	■ 医療健康対策部や佐用郡医師会等との連携により対応

■ H23.1マニュアル作成、地域防災計画改訂

① 一般ボランティアでの対応が困難と判断される場合、県に対し、災害救援専門ボランティアの派遣を要請
	社会福祉協議会

健康福祉課
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	87
	　平時、町社協では、福祉活動団体やボランティアグループとともに安否確認、見守り、巡回などの福祉活動を推進している。

　災害時は、被災により生じた新たな生活･福祉課題を解決するための支援も必要となる。従って、災害ＶＣの運営に注力するだけでなく、こうした新しい福祉課題への対応も視野に入れながら、地域の福祉活動団体（地縁団体含む）との連携を含めて検討しておく必要がある。
	■ 新たな生活･福祉課題を解決するための支援

① 地域の福祉活動団体（地縁団体含む）との連携
	■ H22.12地域福祉研修会で啓発、ボランティア連絡会で啓発、以後継続


	社会福祉協議会
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	88
	　災害時、介護施設の浸水や災害ＶＣ運営スタッフの確保等、様々な理由から介護サービス事業を一時的に休止することになった。しかし、利用者は継続的なサービスを必要としており、災害等非常時を想定した各事業所間の連携・相互支援体制を構築するなど、サービスを継続できるような環境・体制を維持・構築していく必要がある。


	■ 災害時も介護サービスの提供を維持できる体制を構築

① 各事業所間の連携・相互支援体制を構築

■ 協定締結の範囲、施設種別各種法との調整　など
	■ 健康福祉課、社会福祉協議会、居宅介護支援事業者及び介護保険施設等と連携し対応

■ H24BCP研修を実施、社協災害対応マニュルを見直し

■ 人材の確保と移送手段の確保

■ H25より、介護保険施設、老人福祉施設、身障者施設、医療機関などで相互扶助を目的とした協定を検討
	健康福祉課

企画防災課

社会福祉協議会
	H23
	
	○
	◎
	継続
	継続

	89
	　地域の既存の団体と連携・協力を図りながら、地域住民と共に、防災・減災活動に取り組んでいく人的・物的環境を整備する必要がある。例えば、地域内で日常的に活動している団体の把握と、そうした団体が普段行っている活動の充実を図っていくこと、さらにこれらの団体とその活動が、災害後のどのような場面で活躍できる可能性があるのかを検討し、普段の地域活動の中で、災害に対する意識を高めておくことが必要である。また併せて、こうした地域内の団体や活動者を対象に、災害後の救援・復旧、復興支援活動に必要な知識とノウハウについての研修や、団体・活動者間のネットワーク化を推進することが必要である。
	■ ボランティア活動の環境整備

① 地域住民と共に、防災・減災活動に取り組んでいく人的・物的環境を整備する
	■ 社協だよりで3回にわたり防災、減災について啓発記事掲載、継続実施

■ 災害VC設置に必要となる事務用品及び資機材の整備

■ 災害ボランティアの継続募集中
	社会福祉協議会
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	
	
	■ 研修会の開催

① 地域内の団体や活動者を対象に、災害後の救援・復旧、復興支援活動に必要な知識とノウハウの研修や団体・活動者間のネットワーク化を推進する
	■ H22.3ボランティア連絡会研修会実施済

　 以後継続

■ H22.12地域福祉研修会実施済、以後継続

■ ボラ連、日赤、災害ボラ等関係機関で23年度に開催、以後継続
	社会福祉協議会
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続

	90
	　保健・福祉・医療、土木技術など災害時に必要とされる専門的技能を活かした支援活動の受け入れについては、他の関係機関との連携や災害関連制度との調整が求められるため、災害ＶＣによるコーディネートに限界がある場合も多く、災害対策本部との連携を念頭においた体制を検討しておく必要がある。

　また、専門的技能を持った人達が活動しやすい環境を整備（町の施設開放、活動に必要な資機材及び情報の提供など）していくことも必要である。


	■ 災害対策本部との連携

応援要請の仕組みを明確にする

① 専門的技能を活かした支援活動を受け入れる体制を検討する

② 専門的技能を持った人達が活動しやすい環境を整備
	■災害発生時には、災害ＶＣ本部と連携し受け入れ体制づくりを検討

■ 活動マニュアル作成

■ 専門ボランティアは、県や災害関連制度との調整

　 も必要なため、コーディネートは、医療健康対策部で実施

■ 平時に、どこに、どのような応援要請するかなど決定
■ 災害対策本部会議において、保健や医療など、専門的技能を持ったボランティアが活動しやすい場所や設備などを災害の状況、避難所や支援物資受入拠点の場所などを考慮し決定

■ 災害対策本部会議に必要に応じ専門的技能を持ったボランティア等の代表の出席を求める
	健康福祉課

社会福祉協議会
	H22
	◎
	継続
	継続
	継続
	継続


提言未実施理由書
	提言担当課
	上下水道課
	提言Ｎｏ
	15

	提言内容　　
　浸水想定区域外へ移設することが望ましいが、移設できない場合は改築も視野に入れ、浸水しないよう配慮した構造にすることが望ましい。

	未実施理由
１　兵庫県河川復興室は千種川、佐用川、幕山川等の河川改修工事を平成２２年度より本格的に着手しており、河川拡幅や河床の掘削などの河川改修計画に併せて上下水管橋、マンホール、管路等の移設工事を実施している。
２　上水道の施設については、水源地が河川付近に点在して河川改修により伏流水の水量の変化、それによる水源地の移転、水処理方法などの多くの問題が発生する要素があり、移設することは困難である。また、下水道の施設には、基本となる管路の勾配、排水処理区域、地域への環境問題などがあり容易に移設することはできない。双方とも前述のとおり立地条件を考慮しての前提であるため容易に移築できない。
また、今後は上下水道事業の運営、在り方を踏まえた施設の統廃合計画を見据えての対応となる。
３　河川改修後、上下水道施設は浸水想定区域外となると考えられるため、今のところ工事等による浸水対策は講じる予定はない。ただし、降雨時は土のうなどによる浸水対策を講じる。
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